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は じ め に 

 
子どもは、未来を切り開く希望であり、次代を担う大切

な宝です。社会全体が子育てに関わりを持ち、支え合いな

がら、子どもたちを健やかに育てていくことが、まちの成

長にもつながります。 

 

昨年５月の改元を機に時代は大きな区切りを迎え、新た

な時代の第一歩を踏み出しました。本町においても、本年、

町制 50周年という大きな節目を迎えます。そんな中、子ど

もたちを取り巻く環境は、急速なＩＣＴの進展やグローバル化等により大きく変化

しています。このような変化の激しい社会を生きる子どもたちに、「確かな学力」と

「豊かな心」、「健やかな体」の調和のとれた生きる力を育成することがますます重要

となってきています。 

 

町では、未来を見据えたまちづくりの基盤を整えるために、子どもたちに向けた取

組に力を注いできました。快適な教育環境を整えるためのエアコンの設置や全ての

子どもたちが同じ給食を楽しむアレルギーフリー給食の創設等、一歩ずつ取組を進

めています。引き続き、町の宝である全ての子どもたちの笑顔を絶やさないよう、「つ

くろう 未来につながる 子育てのまち東郷」を基本理念とし、「第２期東郷町子ど

も・子育て支援事業計画」を策定いたしました。今後、本計画に基づき、町民の皆様

のご理解とご協力をいただきながら、子育て世代に優しいまちとなるように、保育サ

ービスの充実や安全・安心の子育て環境・教育環境の整備、ワークライフバランスの

推進等、子ども・子育て支援を推進してまいります。 

 

結びとなりますが、本計画の策定に当たり、住民アンケートにご協力をいただいた

保護者の皆様をはじめ、熱心な論議をいただいた東郷町子ども・子育て会議委員の皆

様方、関係機関、町民の皆様に心からお礼を申し上げます。 

 

 令和２年３月 

東郷町長  井俣 憲治  
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第１章 計画の策定に当たって 
 

１ 計画策定の趣旨と背景 

 
平成２年、合計特殊出生率※が 1.57と戦後最低となったことを受け、国においては

平成６年のエンゼルプランの策定を皮切りに、平成 15 年の少子化社会対策基本法に

続く次世代育成支援対策推進法※の制定等、総合的な少子化対策を進めてきました。 

しかし、出生率の低下に伴い少子化は進展しており、子どもや子育てをめぐる環境

は厳しく、核家族化や地域のつながりの希薄化により、子育てに不安や孤立感を覚え

る家庭も少なくない状況です。 

このような社会情勢の変化や子育てをめぐる課題に対し、国、県、市町村、地域を

あげて対応すべく、平成 24 年８月、「子ども・子育て関連３法※」が可決・成立し、

「子ども・子育て支援新制度」の下、「子どもの最善の利益が実現される社会をめざす」

との考えを基本に、制度、財源を一元化して新しい仕組みを構築し、子どもの幼児期

の学校教育・保育の一体的な提供、保育の量的拡充、家庭における養育支援等を総合

的に推進していくこととしました。 

本町においても、子ども・子育て支援新制度に合わせ、平成 27年３月に「東郷町子

ども・子育て支援事業計画」を策定し、子どもたちを育てる父親･母親や、さらには子

どもを生み育てる次世代の親が、子育てに対する喜びを実感できるよう、地域全体で

子育てに関わりを持ち、支え合いながら、子育て支援施策・事業の推進に努めてまい

りました。 

この計画は、令和２年３月で計画期間が終了することから、子育てに関わる町民の

実態と意向、社会情勢等の変化を踏まえつつ、これまで行ってきた子育て施策や事業

との方向性の確認と調整を行い、「放課後児童クラブと放課後子ども教室との一体的

推進」、「児童虐待※防止対策や子どもの権利擁護」、「幼児教育・保育の質の向上」、「幼

児教育・保育の無償化」などの新たな課題に取り組むための「第２期東郷町子ども・

子育て支援事業計画」（以下「本計画」という。）を策定します。 

 

  ※子ども・子育て関連３法 

  ①子ども・子育て支援法※ 

  ②就学前の子どもに関する教育、保育等の総合的な提供の推進に関する法律（認定こ

ども園法）の一部を改正する法律 

  ③子ども・子育て支援法及び就学前の子どもに関する教育、保育等の総合的な提供の

推進に関する法律の一部を改正する法律の施行に伴う関係法律の整備等に関する法

律 
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２ 計画の法的根拠と位置付け 

 

本計画は、子ども・子育て支援法※第 61条に基づく「市町村子ども・子育て支援事業

計画」及び次世代育成支援対策推進法※第８条に基づく「市町村行動計画」であり、こ

の２つの計画を包括し「東郷町子ども・子育て支援事業計画」と称します。 

また、「東郷町総合計画」を始め、本町の他の関連計画とも整合性を図って策定しま

す。 

 

■計画の法的根拠と位置付け 

 
 

３ 計画の期間 

 
本計画は、令和２年度から令和６年度までの５か年計画です。最終年度には、計

画の評価と次期計画の策定を行います。 

 

■計画の期間 

 
  

第２期東郷町

子ども・子育て支援事業計画
整
合

関連計画

○いきいき東郷21（東郷町健康づくり・食育推進計画）

○東郷町男女共同参画プラン

○東郷町障がい者計画及び東郷町障がい福祉計画

及び東郷町障がい児福祉計画

○東郷町環境基本計画

○東郷町保育所等長寿命化計画

○東郷町人口ビジョン・まち・ひと・しごと創生総合戦略

など

東郷町地域福祉計画

子ども・子育て支援法 第61条
次世代育成支援対策推進法 第８条

東郷町総合計画

平成30年度 令和元年度 令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 令和７年度 令和８年度

実態調査 見直し

実態調査 見直し

東郷町
子ども・子育て支援事業計画

第２期東郷町子ども・子育て支援事業計画

次期東郷町
子ども・子育て支援事業計画
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４ 計画の策定体制 

 

（１）策定体制 

計画の策定に当たっては、子ども・子育て支援新制度に基づく支援施策が地域の

子どもや子育て家庭の実情を踏まえて展開されるよう、子ども・子育て支援法※第 77

条に規定する「子ども・子育て会議」を設置し審議することが求められています。 

本計画の策定は、子どもの保護者、事業従事者、学識経験者、その他関係者で組

織された「東郷町子ども・子育て会議」において審議、検討を行っています。 

 

（２）実態・要望等の把握 

本計画には、平成 30 年 11 月に実施した「東郷町の子ども・子育てに関するアン

ケート調査」の調査結果を反映しています。 

 

■調査の実施概要 

 
配布数 有効回収数 有効回収率 

就学前児童の保護者 1,500件 947件 63.1％ 

小学校児童の保護者 500件 331件 66.2％ 

 
■調査の対象者と調査方法 

就学前児童の保護者：平成 30 年 11 月 1 日現在、東郷町在住の就学前児童の中から無作

為抽出した 1,500名の保護者を対象とし、郵送による配布・回収を

行いました。 

小学校児童の保護者：平成 30 年 11 月 1 日現在、東郷町在住の小学校低学年の児童の中

から無作為抽出した 500名の保護者を対象とし、郵送による配布・

回収を行いました。 
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第２章 子ども・子育てを取り巻く現状 
 

１ 人口の状況 

 

（１）人口推移 

東郷町の人口は、増加傾向で推移し、平成 31 年３月 31 日現在では、43,833 人とな

っています。 

年齢３区分人口でみると生産年齢人口、高齢者人口は増加傾向で推移していますが、

年少人口は減少傾向で推移しています。 

また、年齢３区分人口割合においても年少人口割合は減少傾向で推移し、生産年齢人

口割合、高齢者人口割合は増加傾向で推移しています。 

平成 31年３月 31日現在では、年少人口割合 15.7％、生産年齢人口割合 62.0％、高

齢者人口割合 22.3％となっています。 

 

■年齢３区分別人口 

 
                      資料：住民基本台帳（各年３月 31 日現在） 

 

  

7,165 7,114 7,066 6,933 6,891 

26,435 26,478 26,712 26,936 27,171 

8,996 9,286 9,502 9,656 9,771 

42,596 42,878 43,280 43,525 43,833 

0

5,000

10,000

15,000

20,000

25,000

30,000

35,000

40,000

45,000

50,000

平成27年 平成28年 平成29年 平成30年 平成31年

（人）

65歳以上

（高齢者人口）

15～64歳

（生産年齢人口）

15歳未満

（年少人口）
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■年齢３区分別人口割合 

 
                        資料：住民基本台帳（各年３月 31 日現在） 

※構成比は小数点以下第 2 位を四捨五入しているため、合計しても必ずしも 100 とはならない 

 

（２）人口ピラミッド 

平成 31 年３月 31 日現在での人口ピラミッドをみると、年少人口が少なく将来の人

口減少が予測される「つぼ型」となっています。 

また、男性・女性ともに 45～49歳を中心とした団塊ジュニア世代の人口構成が最も

多くなっています。 

 

■人口ピラミッド 

 
資料：住民基本台帳（平成 31 年３月 31 日現在）  

16.8% 16.6% 16.3% 15.9% 15.7%

62.1% 61.8% 61.7% 61.9% 62.0%

21.1% 21.7% 22.0% 22.2% 22.3%

0%

20%

40%

60%

80%

100%

平成27年 平成28年 平成29年 平成30年 平成31年

65歳以上

（高齢者人口）

15～64歳

（生産年齢人口）

15歳未満

(年少人口）

978

1,185

1,198

1,276

1,111

991

1,201

1,397

1,661

1,972

1,434

1,059

964

1,309

1,450

1,129

711

421

302

0 500 1,000 1,500 2,000 2,500

1,072

1,145

1,313

1,327

1,333

1,104

1,248

1,556

1,779

2,037

1,642

1,130

949

1,133

1,244

1,087

607

281

97

05001,0001,5002,0002,500

0-4

5-9

10-14

15-19

20-24
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30-34

35-39

40-44

45-49

50-54

55-59

60-64

65-69

70-74

75-79

80-84

85-89

90歳以上

（21,749人）

女性

（22,084人）

男性
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（３）児童人口 

11歳までの児童人口の推移をみると、減少傾向で推移し平成 27年に 5,594人であっ

た児童数が、平成 31年には 5,381人となり、213人の減少となっています。 

 

■児童人口 

 
資料：住民基本台帳（各年３月 31 日現在） 

 

  

378 403 387 343 403

393 406 423 407 367

458 406 430 440 416

444 466 413 428 440

480 448 474 417 424

460 486 452 471 426

499 461 502 456 479

493 502 472 497 458

506 496 499 475 492

481 511 496 498 475

514 484 516
501 501

488 518 483 517 500
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（４）世帯の状況 

世帯の状況は、増加傾向で推移し、平成 27 年の世帯数は 15,743 世帯となっていま

す。 

また、世帯数は増加しているものの、核家族化の進行や単身世帯の増加から１世帯

あたりの人員数は減少傾向で推移し、平成７年から平成 27年の 20年間で 0.54人減少

しています。 

児童のいる世帯でみると、６歳未満親族のいる世帯は減少傾向で推移しているもの

の、18歳未満親族のいる世帯は増加傾向が見られます。 

 

■世帯 

 

資料：国勢調査（各年 10 月 1 日現在） 

■児童のいる世帯  

 
資料：国勢調査（各年 10 月 1 日現在） 
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平成12年 平成17年 平成22年 平成27年

世帯数 2,007 2,270 2,158 1,943

世帯人員 8,018 9,002 8,520 7,742

６歳未満の親族人員 2,676 3,021 2,873 2,582

世帯数 4,199 4,472 4,867 4,897

世帯人員 17,549 18,173 19,477 19,539

18歳未満の親族人員 7,283 7,789 8,556 8,581

６歳未満親族のいる世帯

18歳未満親族のいる世帯
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（５）自然動態・社会動態 

出生数と死亡数の推移をみると、常に出生数が死亡数を上回り、自然増減はプラス

で推移し、平成 29年の自然増数は、26人の増加となっています。 

また、転入数と転出数の推移をみると、常に転入数が転出数を上回り、平成 29年の

社会増減は、217人の増加となっています。 

 
■自然動態 

 
                  資料：総務省 人口動態（各年 12 月 31日現在） 

 

■社会動態 

 

                    資料：総務省 人口動態（各年 12 月 31 日現在） 
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（６）出生率 

出生率は 9.0 前後で推移していましたが、平成 29 年では 7.7 まで減少しています。 

 

■出生率 

 
資料：愛知県衛生年報（各年） 

 

（７）合計特殊出生率 

合計特殊出生率は、平成 25 年から平成 28 年は全国、県平均より高い数値でした

が、平成 29年には、県平均を下回り 1.50となっています。 

 
■合計特殊出生率 

 ※合計特殊出生率：一人の女性が一生の間に生むとされる子どもの数を表す数値 

 

資料：国及び県の合計特殊出生率…愛知県の人口動態統計（令和元年 12 月公表） 

町の合計特殊出生率…愛知県衛生年報（各年）及び住民基本台帳（各年９月 30 日 

現在）をもとに算出  

8.9 
8.7 

9.0 

9.1 

7.7 

9.2 
8.9 9.0 

8.8 
8.5 

8.2 
8.0 8.0 

7.8 
7.6 

7.0

7.5

8.0

8.5

9.0

9.5

10.0

平成25年 平成26年 平成27年 平成28年 平成29年

（人口千対）

東郷町 愛知県 全国

1.51 1.52 

1.67 
1.74 

1.50 1.47 
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（８）婚姻・離婚 

婚姻件数は、増減はあるものの、190件前後で推移し、平成 29年では 188件となっ

ています。 

一方、離婚件数は、80件前後で推移し、平成 29年では、79件となっています。 

 

■婚姻・離婚 

 

資料：愛知県衛生年報（各年） 
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（９）未婚率 

未婚率では、全体的に未婚率の上昇がみられる中で、男性の 35～39歳、女性の 30

～34歳の未婚率の上昇が大きくなっています。 

 

■男性の未婚率 

 

資料：国勢調査（各年 10 月 1 日現在） 

 

■女性の未婚率 

 

資料：国勢調査（各年 10 月 1 日現在）  
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（10）就業状況 

男女別にみた就業状況は、男性の就業率は減少傾向で推移しているものの、女性

の就業率は増加傾向となっています。平成 27 年では男性 68.4％、女性 49.0％とな

っています。 

男女別産業分類は、男性、女性共に第３次産業の従事者が多く、特に女性の従事

者が増加しており、平成 27年の女性では、77.1％が第３次産業の従事者となってい

ます。 

男女年齢別の労働力率をみると、女性の労働力率は、結婚や出産を機にいったん

仕事を辞めることによって低下し、子育てが落ち着いた時期に再び上昇するという、

Ｍ字曲線を描くことが知られていますが、近年、Ｍ字型の落ち込みが浅くなってき

ており、20 代から 30 代で未婚率の上昇や結婚・出産による離職が減少傾向にあり

ます。 

 

■男女別就業状況 

 

資料：国勢調査（各年 10 月 1 日現在） 

■男女別産業分類 

（男性）                 （女性） 

  

資料：国勢調査（各年 10 月 1 日現在）       資料：国勢調査（各年 10 月 1 日現在） 

※構成比は小数点以下第 2 位を四捨五入しているため、合計しても必ずしも 100 とはならない 
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■男女年齢別労働力率状況 

（男性） 

 

資料：国勢調査（各年 10 月 1 日現在） 

 

（女性） 

 

資料：国勢調査（各年 10 月 1 日現在） 
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２ 施設等利用者の状況 

 

（１）保育所園児数の推移 

保育所園児数は減少傾向で推移し、平成 31 年４月１日現在では、1,000 人となって

います。 

 

■保育所園児数の推移 

 
                           資料：こども保育課（各年４月１日現在） 

 

（２）幼稚園園児数の推移 

幼稚園園児数は増減があるものの増加傾向で推移し、令和元年６月１日現在では、

521人となっています。 

 

■幼稚園園児数の推移 

 

                          資料：こども保育課（各年６月１日現在） 
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（３）放課後児童クラブ入所児童数の推移 

放課後児童クラブの入所児童数は増減があるものの増加傾向で推移し、令和元年５

月１日現在では、389人となっています。 

 

■放課後児童クラブ入所児童数の推移 

 
            資料：こども保育課（各年５月１日現在） 

 

（４）放課後子ども教室きらきらこども登録者数の推移 

放課後子ども教室きらきらこどもの登録者数は増減があるものの横ばい傾向で推移

し、平成 31年３月 31日現在では、1,066人となっています。 

 

■放課後子ども教室きらきらこども登録者数の推移 

 

    ※平成 27 年は５か所で実施  資料：こども保育課（各年３月 31 日現在）  
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３ 人口推計及び児童の推計 

 

（１）人口推計 

平成 29 年から平成 31 年までの住民基本台帳を基に、将来人口をコーホート変化率

法等により推計したところ、増加傾向で推移し、計画の最終年に当たる令和６年の総人

口は 46,581人と予測されます。 

また、年齢３区分人口割合では、年少人口割合が減少傾向で推移し、生産年齢人口割

合の増加がみられます。 

 

■人口推計（年齢３区分別人口） 

 
資料：平成 29 年から平成 31 年までの住民基本台帳を基にコーホート変化率法による推計 

※人口推計は、セントラル開発に伴う人口増加見込みを勘案し算定しています 

 

■人口推計（年齢３区分別人口割合） 

 
資料：平成 29 年から平成 31 年までの住民基本台帳を基にコーホート変化率法による推計 

※コーホート変化率法・・・各コーホート（同年または同期間）の過去における実績人口の動態から 

「変化率」を求め、それに基づき将来人口を推計する方法 

※構成比は小数点以下第 2 位を四捨五入しているため、合計しても必ずしも 100 とはならない 
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（２）児童人口推計 

平成 29 年から平成 31 年までの住民基本台帳を基に、児童人口をコーホート変化

率法により推計したところ、令和２年以降５年で 116 人減少し、計画の最終年に当

たる令和６年の児童人口は 5,196人と予測されます。 

 

■児童人口推計 

 

資料：平成 29 年から平成 31 年までの住民基本台帳を基にコーホート変化率法による推計 
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４ アンケート調査結果 

 

（１）就学前児童の保護者に対する調査 

①子育てを主に行っている方 

子どもの子育てについては、「父母ともに」行っていると回答した割合が 56.7％、

「主に母親」が行っていると回答した割合が 42.0％となっています。 

 

■子育てを主に行っている方 

 
 

②子育てに影響すると思われる環境 

子どもの子育てに最も影響すると思われるものとしては、「家庭」が 93.5％と最

も高い割合となっており、「幼稚園・保育園・認定こども園※等の施設」が 60.0％

でそれに続いています。 

 

■子育てに影響すると思われる環境（複数回答） 

 

 

 
 

 

父母ともに

56.7%

主に母親

42.0%

主に父親

0.2%
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0.4%
その他

0.3%
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N＝947
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無回答

%
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③子どもをみてもらえる親族・知人 

緊急時や用事の際にも子どもを預かってもらえる人がいない人の割合は 9.6％

となっています。 

 

■子どもをみてもらえる親族・知人（複数回答） 

 

 

④相談者及び相談できる場所 

子育てについて気軽に相談できる人や場所が「いない／ない」と回答した人の

割合は 2.7％となっています。 

 

■相談者及び相談できる場所 
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⑤母親の就労状況 

母親の就労状況については、フルタイムで就労していると回答した人が、産休・

育休中の人も含めて 25.3％、同じくパート・アルバイトなどが 36.5％となってい

ます。 

 

■母親の就労状況 

 
※構成比は小数点以下第 2 位を四捨五入しているため、合計しても必ずしも 100 とはならない 

 

⑥就労希望 

現在就労していない母親の就労希望を尋ねたところ、「すぐにでも、もしくは１

年以内に就労したい」と回答した人が 22.3％、一番下の子どもがある程度大きく

なったら就労したいと回答した人は 60.8％となっており、就労していない母親の

83.1％に就労希望があります。 

 

■就労希望 
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休・育休などで休

業中である

7.6%

パート・アルバイトなどで

就労しており、産休・育休

などで休業中ではない

33.9%

パート・アルバイトな

どで就労している

が、産休・育休など

で休業中である

2.6%

以前は就労してい

たが、現在は就労

していない

35.1%

これまで就労し

たことがない

2.3%

無回答

0.7%

N=947

すぐにでも、もしく

は１年以内に就労

したい

22.3%

一番下の子どもが

（ ）歳になったころ

に就労したい

60.8%

子育てや家事

などに専念した

い（就労の予定

はない）

15.5%

無回答

1.4%

N=354



－ 22 － 

 

⑦幼稚園、保育園等の費用が無償化された場合の就労希望 

幼稚園、保育園、認定こども園※の費用無償化が実施された場合に、現在就労し

ていない母親の就労意向がどうなるかを尋ねたところ、「就労したい」と回答した

人が 42.4％、一番下の子どもがある程度大きくなったら就労したいと回答した人

は 41.0％となっています。 

 

■幼稚園、保育園等の費用が無償化された場合の就労希望 

 
 

⑧定期的な教育・保育事業の利用状況 

現在、幼稚園や保育所などを定期的に「利用している」と回答した人の割合は

全体の 70.6％で、概ね子どもの年齢が高くなるにつれて、「利用している」という

回答割合も高くなっています。 

 

■定期的な教育・保育事業の利用状況 

  

就労したい

42.4%

一番下の子どもが

（ ）歳になったこ

ろに就労したい

41.0%

子育てや家事

などに専念した

い（就労するつ

もりはない）

14.1%

無回答

2.5%

N=354

70.6

19.7

46.0

56.4

98.1

98.6

99.5

29.3

79.6

54.0

43.6

1.9

1.4

0.5

0.1

0.7

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体

N=947

０歳

N=147

１歳

N=150

２歳

N=163

３歳

N=156

４歳

N=145

５歳

N=184

利用している 利用していない 無回答



－ 23 － 

 

⑨平日の教育・保育の事業として定期的に利用したい事業 

現在の利用状況にかかわらず、平日の日中の施設として「定期的に」利用した

いと考える施設等を尋ねたところ、「保育園」が 57.4％と最も多くなっており、

「幼稚園」が 43.7％、「幼稚園の預かり保育」が 20.9％、「認定こども園※」が 17.8％

と続いています。 

 

■平日の教育・保育の事業として定期的に利用したい事業（複数回答） 

 

  

57.4 

43.7 

20.9 

17.8 

5.7 

5.3 

4.0 

3.3 

2.4 

2.2 

1.6 

1.6 

8.1 

0 20 40 60 80

保育園

幼稚園

幼稚園の預かり保育

認定こども園

小規模な保育施設

ファミリー・サポート

事業所内保育施設

その他の認可外の保育施設

居宅訪問型保育※

自治体の認証・認定保育施設

家庭的保育

その他

無回答

%

N=947



－ 24 － 

 

⑩支援サービスの認知度・利用状況 

7つの支援サービスのうち、「利用したことがある」と回答した人の割合が最も

高かったのは、「児童館※での幼児クラブ」（36.1％）で、「保育園でのふれあい交

流事業」（30.6％）がそれに続いています。 

また、認知度が最も低かったのは「保育園でのふれあい交流事業」で、33.1％

の人が「知らない」と回答しており、「一時預かり」も「知らない」という回答（24.5％）

が多くなっています。 

 

■支援サービスの認知度・利用状況 

 
※構成比は小数点以下第 2 位を四捨五入しているため、合計しても必ずしも 100 とはならない 

  

15.6 

13.6 

28.0 

26.3 

36.1 

30.6 

4.2 

58.5 

63.6 

61.2 

59.9 

44.8 

34.1 

79.7 

24.5 

20.7 

8.6 

12.2 

17.1 

33.1 

13.9 

1.4 

2.1 

2.2 

1.6 

2.0 

2.2 

2.1 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

一時預かり

こども相談

町の健康課での相談

町の健康課でのパパママ教室

児童館での幼児クラブ

保育園でのふれあい交流事業

ファミリー・サポート

利用したことがある 知っているが、利用したことがない 知らない 無回答

N=947



－ 25 － 

 

⑪育児休業※の取得状況 

育児休業を「取得した（取得中である）」割合は、母親で 34.2％、父親で 2.3％

となっています。 

 

■育児休業の取得状況 

 

【母親】 

 

【父親】 

  

 
 

  

 

働いていなかった

53.7%取得した

（取得中である）

34.2%

取得していない

11.4%

無回答

0.7%

N=947

働いていなかった

0.6%
取得した

（取得中である）

2.3%

取得していない

90.6%

無回答

6.5%

N=947



－ 26 － 

 

⑫育児休業※を取得していない理由 

 

■育児休業を取得していない理由（複数回答） 

【母親】 

 

 

【父親】 

 

 

母親が育児休業を取得しなか

った理由については、「子育てや

家事に専念するため退職した」

（41.7％）、「職場に育児休業の制

度がなかった」（29.6％）、「職場に

育児休業を取りにくい雰囲気が

あった」（18.5％）が上位にあがっ

ています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

父親が育児休業を取得しなか

った理由については、「仕事が忙

しかった」（40.1％）、「配偶者が無

職、祖父母などの親族に見てもら

えるなど、制度を利用する必要が

なかった」（33.5％）、「収入減とな

り、経済的に苦しくなる」

（30.5％）、「職場に育児休業を取

りにくい雰囲気があった」

（30.0％）が上位にあがっていま

す。 

  

41.7 

29.6 

18.5 

7.4 

7.4 

7.4 

6.5 

4.6 

3.7 

3.7 

2.8 

2.8 

0.9 

0.0 

16.7 

1.9 

0 10 20 30 40 50

子育てや家事に専念するため退職した

職場に育児休業の制度がなかった

（就業規則に定めがなかった）

職場に育児休業を取りにくい雰囲気があった

仕事が忙しかった

配偶者が無職、祖父母などの親族に見てもらえるなど、

制度を利用する必要がなかった

有期雇用のため育児休業の取得要件を満たさなかった

仕事に戻るのが難しそうだった

保育園などに預けることができた

収入減となり、経済的に苦しくなる

育児休業を取得できることを知らなかった

（産休後に）仕事に早く復帰したかった

産前産後の休暇（産前６週間、産後８週間）を

取得できることを知らず、退職した

配偶者が育児休業制度を利用した

昇給・昇格などが遅れそうだった

その他

無回答

%

N=108

40.1 

33.5 

30.5 

30.0 

22.9 

8.9 

7.2 

6.0 

2.1 

2.0 

0.6 

0.0 

0.0 

0.0 

4.9 

7.0 

0 10 20 30 40 50

仕事が忙しかった

配偶者が無職、祖父母などの親族に見てもらえるなど、

制度を利用する必要がなかった

収入減となり、経済的に苦しくなる

職場に育児休業を取りにくい雰囲気があった

配偶者が育児休業制度を利用した

職場に育児休業の制度がなかった

（就業規則に定めがなかった）

昇給・昇格などが遅れそうだった

仕事に戻るのが難しそうだった

育児休業を取得できることを知らなかった

保育園などに預けることができた

有期雇用のため育児休業の取得要件を満たさなかった

（産休後に）仕事に早く復帰したかった

子育てや家事に専念するため退職した

産前産後の休暇（産前６週間、産後８週間）を

取得できることを知らず、退職した

その他

無回答

%

N=857



－ 27 － 

 

⑬子育てに喜びを感じているか 

子育てに喜びを「十分感じている」、「まあまあ感じている」と回答した人が

98.1％と大半を占めているが、一方で「あまり感じていない」（1.5％）、「ほとん

ど感じていない」（0.1％）という回答もあります。 

 

■子育てに喜びを感じているか 

 

 

⑭親子のコミュニケーションがとれているか 

親子のコミュニケーションが「十分とれている」、「まあまあとれている」と回

答した人が 95.1％と大半を占めているが、一方で「あまりとれていない」と回答

した人が 4.6％います。 

 

■親子のコミュニケーションがとれているか 

 

  

十分感じている

58.0%

まあまあ

感じている

40.1%

あまり

感じていない

1.5%

ほとんど

感じていない

0.1%
無回答

0.3%

N=947

十分とれている

36.7%

まあまあ

とれている

58.4%

あまり

とれていない

4.6%

ほとんど

とれていない

0.0%
無回答

0.3%

N=947



－ 28 － 

⑮父親がどの程度子育てをしているか 

お父さんが子育てを「十分にやっている」（35.0％）、「十分とはいえないが、ま

あやっている」（48.8％）と回答した人の割合は 83.8％となっており、「かなり不

足している」は 7.0％、「少し不足している」は 8.1％となっています。 

 

■父親がどの程度子育てをしているか 

 
※構成比は小数点以下第 2 位を四捨五入しているため、合計しても必ずしも 100 とはならない 

 

⑯子育てをする上での悩みや不安 

子育ての悩みや不安としては、「子どもの教育に関すること」が 58.0％と最も多

く、次いで「子どもの健康・発達に関すること」が 47.4％、「子育てに関する経済

的負担が大きいこと」が 42.2％で上位にあがっています。 

 

■子育てをする上での悩みや不安（複数回答） 

  

十分にやっている

35.0%

十分とはいえないが、

まあやっている

48.8%

少し

不足している

8.1%

かなり

不足している

7.0%

無回答

1.0%

N=922

58.0 

47.4 

42.2 

32.2 

31.0 

21.9 

15.4 

5.4 

4.2 

8.6 

0.6 

0 20 40 60 80

子どもの教育に関すること

子どもの健康・発達に関すること

子育てに関する経済的負担が大きいこと

自分の自由な時間が持てないこと

子育てによる心身の疲れが大きいこと

仕事が十分にできないこと

夫婦で楽しむ時間がないこと

子育てのための住居条件が悪いこと

その他

悩みや不安は特にない

無回答

%

N=947



－ 29 － 

 

⑰子育て支援で町に期待すること 

町に充実を期待する子育て支援としては、「小中学校の教室にエアコンを設置す

る」が 73.5％、「保育サービスの費用負担軽減や児童手当の拡充など、子育てのた

めの経済的支援をする」が 72.0％と、ともに高い割合となっており、以下、「子ど

もを事故や犯罪の被害から守るための対策を進める」（58.2％）、「地域で子どもた

ちが遊んだり、スポーツしたりする場や機会を増やす」（47.2％）、「延長保育や一

時預かり、日祝日保育などいろいろなニーズに合った保育サービスを充実する」

（45.5％）と続いています。 

 

■子育て支援で町に期待すること（複数回答） 

 

  

73.5 

72.0 

58.2 

47.2 

45.5 

38.3 

34.7 

23.0 

14.7 

12.4 

10.3 

8.6 

8.2 

7.6 

2.0 

7.4 

0 

0.8

0 20 40 60 80 100

小中学校の教室にエアコンを設置する

保育サービスの費用負担軽減や児童手当の拡充など、

子育てのための経済的支援をする

子どもを事故や犯罪の被害から守るための対策を進める

地域で子どもたちが遊んだり、

スポーツしたりする場や機会を増やす

延長保育や一時預かり、日祝日保育など

いろいろなニーズに合った保育サービスを充実する

仕事と子育ての両立しやすい環境づくりについて、

企業へ啓発する

母子保健サービスや子どもの救急医療の体制を整備する

子育てに関する相談や保護者同士が交流できる場を増やす

虐待防止など、子どもの人権を守る取り組みを進める

認定こども園を誘致する等をして、英語教育を強化する

ヘルパーが家庭に来て、育児・家事支援をするサービスを行う

妊産婦が利用できるタクシーチケットを交付する

ひとり親家庭などそれぞれの家庭の

あり方に応じた子育て支援を充実する

こども食堂のような貧困対策を進める

結婚を応援する事業を行う

その他

特にない

無回答

%

N=947



－ 30 － 

 

⑱子育て環境や支援への満足度 

子育ての環境や支援への満足度については、前回調査結果に比べ、「満足度 3」

「満足度 4」の割合が高くなっており、上昇傾向にあります。 

 

■子育て環境や支援への満足度 

 

 

 

  

9.3 

8.7

57.2 

46.9

27.5 

27.1

3.4 

5.8

2.6 

11.5

0% 20% 40% 60% 80% 100%

今回（平成30年）

N=947

前回（平成25年）

N=842

満足度４（高い） 満足度３ 満足度２ 満足度１（低い） 無回答



－ 31 － 

 

（２）小学生の保護者に対する調査 

①子育てを主に行っている方 

子どもの子育てについては、「父母ともに」行っていると回答した割合が 59.8％、

「主に母親」が行っていると回答した割合が 39.9％となっています。 

 

■子育てを主に行っている方 

 

 

②子どもをみてもらえる親族・知人 

緊急時や用事の際にも子どもを預かってもらえる人がいない人の割合は 10.0％

となっています。 

 

■子どもをみてもらえる親族・知人（複数回答） 

 

  

父母ともに

59.8%

主に母親

39.9%

主に父親

0.0%

主に祖父母

0.0%
その他

0.3%
無回答

0.0%

N＝331

70.7 

27.8 

18.1 

4.8 

10.0 

0.6 

0 20 40 60 80

緊急時もしくは用事の際には

祖父母などの親族に見てもらえる

緊急時もしくは用事の際には

子どもを見てもらえる友人・知人がいる

日常的に祖父母などの親族に見てもらえる

日常的に子どもを見てもらえる友人・知人がいる

いずれもいない

無回答

%

N=331



－ 32 － 

 

③相談者及び相談できる場所 

子育てについて気軽に相談できる人や場所が「いない／ない」と回答した人の

割合は 6.0％となっています。 

 

■相談者及び相談できる場所 

 

 

④母親の就労状況 

母親の就労状況については、フルタイムで就労していると回答した人が 19.9％、

同じくパート・アルバイトなどが 49.8％となっています。 

 

■母親の就労状況 

 
※構成比は小数点以下第 2 位を四捨五入しているため、合計しても必ずしも 100 とはならない 

  

いる／ある

94.0%

いない／ない

6.0%
無回答

0.0%

N=331

フルタイムで就労

しており、産休・

育休などで休業

中ではない

18.4%

フルタイムで就労

しているが、産

休・育休などで休

業中である

1.5%

パート・アルバイトなどで

就労しており、産休・育休

などで休業中ではない

49.2%

パート・アルバイトな

どで就労している

が、産休・育休など

で休業中である

0.6%

以前は就労してい

たが、現在は就労

していない

24.5%

これまで就労し

たことがない

5.4%

無回答

0.3%

N=331



－ 33 － 

 

⑤就労希望 

現在就労していない母親の就労希望を尋ねたところ、「すぐにでも、もしくは１

年以内に就労したい」と回答した人が 36.4％、一番下の子どもがある程度大きく

なったら就労したいと回答した人は 33.3％となっており、就労していない母親の

69.7％に就労希望があります。 

 

■就労希望 

 
 

⑥放課後の過ごし方 

「放課後児童クラブ」の利用希望は 16.3％となっています。 

また、「きらきらこども（放課後子ども教室）」については、29.6％となってい

ます。 

 

■放課後の過ごし方（複数回答） 

  

すぐにでも、もし

くは１年以内に

就労したい

36.4%

一番下の子どもが

（ ）歳になったこ

ろに就労したい

33.3%

子育てや家事

などに専念した

い（就労の予定

はない）

28.3%

無回答

2.0%

N=99

54.7 

51.1 

29.6 

16.3 

15.1 

5.7 

2.7 

0.0 

20.8 

17.8 

0 20 40 60 80

自宅

習い事（ピアノ教室、サッカークラブ、学習塾など）

きらきらこども（放課後子ども教室）

放課後児童クラブ

祖父母宅や友人・知人宅

児童館

部活動

ファミリー・サポート

その他（公民館、公園、いこまい館など）

無回答

%

N=331



－ 34 － 

 

⑦近くに安心して遊べる場所があるか 

近くに安心して遊べる場所が「ある」と回答した人の割合は全体の 80.1％で、

「ない」と回答した人の割合は 17.2％となっています。 

 

■近くに安心して遊べる場所があるか 

  

※構成比は小数点以下第 2 位を四捨五入しているため、合計しても必ずしも 100 とはならない 

  

80.1 

69.0 

75.5 

76.5 

81.4 

87.0 

87.7 

17.2 

31.0 

20.8 

23.5 

13.6 

7.4 

11.0 

2.7 

3.8 

5.1 

5.6 

1.4 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体

N=331

東郷小学校区

N=58

春木台小学校区

N=53

諸輪小学校区

N=34

音貝小学校区

N=59

高嶺小学校区

N=54

兵庫小学校区

N=73

ある ない 無回答
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⑧どのような遊び場を望むか 

どのような遊び場を望むか尋ねたところ、｢家の近くにある」が 76.1％と最も多

く、以下、「遊び場やその周辺の環境が良く、安心して遊べる」(49.2％）、「思い

切り遊ぶために十分な広さがある」（33.5％）、「雨の日でも遊べる」（30.2％）、「ボ

ール遊びができる」（28.7％）、「遊具などの種類が充実していて、整備がきちんと

されている」「遊び場周辺の道路が安全である」（ともに 27.8％）などが続いてい

ます。 

 

■どのような遊び場を望むか（複数回答） 

 

  

76.1 

49.2 

33.5 

30.2 

28.7 

27.8 

27.8 

19.9 

19.9 

13.0 

9.1 

1.8 

0.3 

0.0 

0 20 40 60 80 100

家の近くにある

遊び場やその周辺の環境が良く、安心して遊べる

思い切り遊ぶために十分な広さがある

雨の日でも遊べる

ボール遊びができる

遊具などの種類が充実していて、

整備がきちんとされている

遊び場周辺の道路が安全である

衛生的である

遊び場に子どもと同じ歳くらいの遊び仲間がいる

いつもにぎわっていて楽しい感じがする

緑などの自然が多い

その他

特に望むことはない

無回答

%

N=331
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⑨地域活動等について 

対象児童が地域活動やグループ活動などに「参加したことがある」と回答した

人の割合は全体の 62.5％で、「参加したことはないが、今後は参加させたいと思っ

ている」と回答した人の割合は 12.4％となっています。 

 

■地域活動等について 

   
※構成比は小数点以下第 2 位を四捨五入しているため、合計しても必ずしも 100 とはならない 

 

  

62.5 

65.5 

56.6 

58.8 

67.8 

66.7 

58.9 

12.4 

17.2 

11.3 

11.8 

8.5 

5.6 

17.8 

24.5 

15.5 

32.1 

29.4 

23.7 

25.9 

23.3 

0.6 

1.7 

1.9 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体

N=331

東郷小学校区

N=58

春木台小学校区

N=53

諸輪小学校区

N=34

音貝小学校区

N=59

高嶺小学校区

N=54

兵庫小学校区

N=73

参加したことがある
参加したことはないが、今後は参加させたいと思っている
参加したことがなく、今後も予定はない
無回答
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⑩子育てをどのように思いますか 

子育てを「大変楽しい」（9.1％）、「楽しいことが多い」（79.1％）と回答した人

が 88.2％と大半を占めているが、一方で 10.3％の人が「つらいと感じるときが多

い」と回答しています。 

 

■子育てをどのように思いますか 

 

 

⑪ゆったりとした気分で子どもと過ごせる時間があるか 

ゆったりとした気分で子どもと過ごせる時間が「十分ある」と回答した人の割

合は 12.1％で、「まあまあある」（63.1％）と回答した人を合わせると 75.2％に達

するが、一方で 24.2％の人が「あまりない」、0.3％の人が「全くない」と回答し

ています。 

 

■ゆったりとした気分で子どもと過ごせる時間があるか 

 

  

大変楽しい

9.1%

楽しいことが多い

79.1%

つらいと感じると

きが多い

10.3%

とてもつらい

0.0%

無回答

1.5%

N=331

十分ある

12.1%

まあまあある

63.1%

あまりない

24.2%

全くない

0.3%

無回答

0.3%

N=331
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⑫家族間のコミュニケーションができているか 

家族の間でコミュニケーションが「十分できている」（19.6％）、「まあまあでき

ている」（73.5％）と回答した人が 93.1％と大半を占めているが、一方で、6.9％

の人が「あまりできていない」と回答しています。 

 

■家族間のコミュニケーションができているか 

 

 

⑬家族で協力して子育てをしているか 

子育てについて、家族で「十分協力している」（30.8％）、「まあまあ協力してい

る」（59.2％）と回答した人が 90.0％と大半を占めているが、一方で、「全く協力

していない」と回答した人が 0.9％、「あまり協力していない」と回答した人が

9.1％となっています。 

 

■家族で協力して子育てをしているか 

 
  

十分できている

19.6%

まあまあ

できている

73.5%

あまり

できていない

6.9%

全く

できていない

0.0%

無回答

0.0%

N=331

十分協力している

30.8%

まあまあ

協力している

59.2%

あまり

協力していない

9.1%

全く

協力していない

0.9%

無回答

0.0%

N=331
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⑭子育て支援で身近な地域の人に期待すること 

子育て支援として、身近な地域の人にどのようなことを期待するか尋ねたとこ

ろ、「子どもが犯罪や事故に遭わないよう、見守ってほしい」（82.8％）と「危険

な遊びやいじめを見つけたら注意してほしい」（69.2％）を選択した人が多く、「昔

の子育てと比較せず、子育ての現状を理解して、温かい目で見てほしい」（33.2％）

がそれに続いています。 

 

■子育て支援で身近な地域の人に期待すること（複数回答） 

  

82.8 

69.2 

33.2 

22.4 

14.2 

11.8 

10.0 

4.2 

3.0 

2.1 

0.6 

0 20 40 60 80 100

子どもが犯罪や事故に遭わないよう、見守ってほしい

危険な遊びやいじめを見つけたら注意してほしい

昔の子育てと比較せず、子育ての現状を

理解して、温かい目で見てほしい

地区の公民館やコミュニティーセンターが

子どもたちの居場所の一つとなるようにしてほしい

緊急時やほんのちょっとした時などに

子どもを一時的に預かってほしい

子どもが参加できる地域行事や催しなどを実施してほしい

子どもに遊びやスポーツ、地域の

伝統文化など教えてほしい

子育てに関する悩みを聞いたり、

相談相手になったりしてほしい

その他

特にない

無回答

%

N=331
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⑮子育てをする上での悩みや不安 

子育ての悩みや不安としては、「子どもの教育に関すること」が 64.4％と最も多

く、次いで「子どもの健康・発達に関すること」が 42.0％、「子育てに関する経済

的負担が大きいこと」が 38.7％で上位にあがっています。 

 

■子育てをする上での悩みや不安（複数回答） 

  

64.4 

42.0 

38.7 

21.1 

18.7 

13.9 

7.6 

4.2 

5.1 

9.4 

0.3 

0 20 40 60 80

子どもの教育に関すること

子どもの健康・発達に関すること

子育てに関する経済的負担が大きいこと

子育てによる心身の疲れが大きいこと

自分の自由な時間が持てないこと

仕事が十分にできないこと

夫婦で楽しむ時間がないこと

子育てのための住居条件が悪いこと

その他

悩みや不安は特にない

無回答

%

N=331
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⑯子育て支援で町に期待すること 

町に充実を期待する子育て支援としては、「小中学校の教室にエアコンを設置す

る」が 82.8％と最も多く、以下、「子どもを事故や犯罪の被害から守るための対策

を進める」（67.7％）、「保育サービスの費用負担軽減や児童手当の拡充など、子育

てのための経済的支援をする」（63.4％）、「地域で子どもたちが遊んだり、スポー

ツしたりする場や機会を増やす」（44.7％）、「仕事と子育ての両立しやすい環境づ

くりについて、企業へ啓発する」（37.5％）、｢母子保健サービスや子どもの救急医

療の体制を整備する｣（29.0％）と続いています。 

 

■子育て支援で町に期待すること（複数回答） 

 

  

82.8 

67.7 

63.4 

44.7 

37.5 

29.0 

26.6 

20.8 

15.1 

14.2 

7.9 

6.0 

5.1 

3.3 

1.2 

13.6 

0.0 

0.0 

0 20 40 60 80 100

小中学校の教室にエアコンを設置する

子どもを事故や犯罪の被害から守るための対策を進める

保育サービスの費用負担軽減や児童手当の拡充など、

子育てのための経済的支援をする

地域で子どもたちが遊んだり、

スポーツしたりする場や機会を増やす

仕事と子育ての両立しやすい環境づくりについて、

企業へ啓発する

母子保健サービスや子どもの救急医療の体制を整備する

延長保育や一時預かり、日祝日保育など

いろいろなニーズに合った保育サービスを充実する

虐待防止など、子どもの人権を守る取り組みを進める

子育てに関する相談や保護者同士が交流できる場を増やす

ひとり親家庭などそれぞれの家庭のあり方に

応じた子育て支援を充実する

こども食堂のような貧困対策を進める

認定こども園を誘致する等をして、英語教育を強化する

ヘルパーが家庭に来て、

育児・家事支援をするサービスを行う

妊産婦が利用できるタクシーチケットを交付する

結婚を応援する事業を行う

その他

特にない

無回答

%

N=331
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⑰子育て環境や支援への満足度 

子育ての環境や支援への満足度については、前回調査結果に比べ、「満足度 3」

「満足度 4」の割合が高くなっており、上昇傾向にあります。 

 

■子育て環境や支援への満足度 

 
※構成比は小数点以下第 2 位を四捨五入しているため、合計しても必ずしも 100 とはならない 

 

 

  

9.4 

6.1

55.3 

49.6

29.9 

32.7

3.0 

8.6

2.4 

2.9

0% 20% 40% 60% 80% 100%

今回（平成30年）

N=331

前回（平成25年）

N=278

満足度４（高い） 満足度３ 満足度２ 満足度１（低い） 無回答
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５ 第２期計画策定に向けた課題 

 

（１）現状からみる主な課題 

①多様な保育サービスの充実 

・今後就労を希望する母親は多く、保育サービスに対する潜在的なニーズもみられ

ることから、就労の妨げになる待機児童が発生しないよう、保育サービスの量的

な確保が求められます。 

・家庭のライフスタイルの多様化、就労形態の多様化などから、保育サービスの量

的確保とともに、多様な保育事業の充実が求められています。 

 

②安心して子育てができる環境づくり 

・子育てについて身近な相談相手や相談の場のない人が少なからずいるため、相談・

支援につながりやすい仕組みをつくるとともに、子育てへの負担や不安から虐待

につながらないよう、早期発見・早期対応など予防対策が必要です。 

・子育て支援サービスには、認知度が低いサービスもあり、サービスの内容を知

った上で「必要・不必要」を判断できるよう、提供方法の充実やわかりやすい

情報発信に努める必要があります。 

・子育ての悩みや不安の内容として、子どもの教育や健康・発達に関することの

ほか、経済的な負担が大きいこともあり、教育や子育てに係る費用負担の軽減

が求められています。 

 

③子どもを育む環境づくり 

・学校施設の改善に対する期待が非常に高く、小中学校にエアコンの設置を進めて

きましたが、今後もより快適な教育環境を整備していく必要があります。 

・放課後の過ごし方では、「習い事」へのニーズが多く、学習塾や各種教室、スポー

ツクラブなど、地域で支える子育ての充実が求められます。また、「放課後子ども

教室きらきらこども」への利用意向が高く、さらなる内容の充実など、子育て家

庭の多様なニーズへの対応が求められています。 

・「子どもを事故や犯罪の被害から守るための対策を進める」について、身近な地域

の人への期待が高く、子育てへの理解促進、安全・安心のための見守りの強化な

ど、地域全体で子どもや子育て家庭を見守る機運を高めることが重要です。 

 

④仕事と子育ての両立支援 

・子育てを主に行っている人は、母親が多く、子育てにおける母親の負担軽減が求

められています。 

・父親が子育てしている割合は８割を超えていますが、育児休業※は９割が取得し

ていません。事業主や周りの理解が広がるよう、ワーク・ライフ・バランスの考

え方を社会に浸透させていくことが求められています。 
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６ 第１期計画の評価 

 

（１）基本目標の達成度 

第１期東郷町子ども・子育て支援事業計画における事業の実施状況は、Ａ評価の「目

標以上にすすんでいる」事業が 124事業あり、また、Ｂ評価の「目標目標達成に向けて

順調に進捗している」事業が 49事業と全体の 92.0％が順調に進捗しています。 

また、Ｄ評価の「遅れが生じている。このままでは目標達成が難しい」事業が７事業

となっています。 

 

■基本目標の達成状況 

基本目標 Ａ Ｂ Ｃ Ｄ 計 

１幼児期の教育・保育の充実 10 4 1 － 15 

２安心できる地域の子育て

支援の推進 
35 6 3 3 47 

３子どもと親の健康増進 20 7 － － 27 

４子どもの健やかな成長 20 4 3 － 27 

５支援を必要とする子ども

や家庭への取組の推進 
24 12 － 2 38 

６仕事と子育ての両立の 

推進 
7 8 1 2 18 

７子育てしやすい生活環境

の確保 
8 8 － － 16 

合計 124 49 8 7 188 

割合 66.0％ 26.0％ 4.3％ 3.7％ 100.0％ 

 

Ａ：目標以上にすすんでいる。 

Ｂ：目標達成に向けて順調に進捗している。 

Ｃ：やや遅れているが概ね進捗している。 

Ｄ：遅れが生じている。このままでは目標達成が難しい。 

 



 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

第 3 章 

計画の基本理念と施策の方向 
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第３章 計画の基本理念と施策の方向 
 

１ 計画の基本理念 

 
子どもの健やかな成長は、一人一人の子どもや保護者の幸せにつながることはもと

より、元気で賑わいのあるまちづくりに欠かすことができないものです。 

人が家庭を、家庭が地域を、地域がまちを築いていくことから、保護者や家庭が子育

てを主体的に行っていくことを前提としながらも、地域社会全体が子育てに関わりを

持ち、支えあいながら、未来を担う子どもたちの健全育成を図ることが、まちの成長に

つながります。 

このことから、「つくろう 未来につながる 子育てのまち東郷」を基本理念として、

子ども・子育て施策・事業の推進を図っていきます。 

また、本町では、子どもが健やかに成長することのできるまちを実現するため、平成

26 年７月に「東郷町子ども条例」を施行し、子育て家庭への支援、子どものための居

場所づくりなど子どものための施策を行うこととしています。 

本町の子ども・子育て施策の推進に当たり、子ども条例で定められた子どもの権利を

尊重しながら、「ＳＤＧｓ（持続可能な開発目標）※」の視点を踏まえ、地域や企業、

関係団体など、社会における様々な担い手と連携した取組を行っていきます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※ＳＤＧｓ（持続可能な開発目標） 

「ＳＤＧｓ（Sustainable Development Goals）」とは、平成 27年 9月の国連にお

いて、全会一致で採択された「持続可能な開発目標」です。先進国を含む国際社会全

体の目標として、2030年を期限として、貧困、健康と福祉、教育など 17のゴール・

169のターゲットから構成され、地球上の誰一人として取り残さない（leave no one 

behind）ことを誓っています。誰一人取り残さないという考えは、未来を創る子ども

たち一人一人の健やかな成長を目指す、本町の子ども・子育て支援事業計画の目指す

べき姿にも当てはまるものです。 
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２ 子ども・家族・地域の基本的な視点 

 

子育てに喜びや楽しみを感じられる社会、子ども自身が健やかに成長していく社会

を築いていくためには、地域における様々な主体が、それぞれの立場で、それぞれの特

性に応じた役割を果たし、互いに協力・連携して主体的に取り組んでいかなければなり

ません。 

子ども・子育て支援を行うに当たり、「子ども・家族・地域」それぞれの基本的な視

点を描き、本計画で定める施策が効果的に達成されることを目指します。 

 

（１）子どもの育ちの視点 

子どもが健やかに成長するために、安全や健康、教育などのあらゆる面でより良い環

境が用意され、自分らしく育つことが望まれます。 

子育て支援施策により影響を受けるのは多くは子ども自身であることから、子ども

の幸せを第一に考え、子どもの利益が最大限に尊重されるよう配慮することが必要で

す。 

また、子どもが一人の人間として育ち、学び、生きていく上で大切な権利として、「健

やかに成長し、安心して生きる権利」、「自分らしく育ち、学ぶ権利」、「自分の考えを表

現する権利」、「参加する権利」が保障されるとともに、子ども自身が担う役割を認識す

る必要があります。 

 

（２）家族としての視点 

子どもにとって家族は、自らの成長のために最も身近で頼りになる存在です。親は子

どもの発達や成長の過程において、その果たす役割を理解するとともに、子育てに対し

て第一義的責任者であることを自覚することが必要です。 

また、子どもを愛情をもって育んだり、子どもにとって何が一番大切かを考えながら

子育てを行っていくことが求められます。 

 

（３）地域で支えあいの視点 

子どもは、地域社会全体で温かく見守られながら育てられるものであるため、大人を

始めとした地域の人たちが手を取り合って子どもをサポートしていく必要があります。 

子育ては、親同士や地域の人たちとのつながりの中で、地域で支えあいながら担っ

ていくという意識を持ち、保護者と地域住民、子育てに関係する施設などが協力・連

携して、子どもの育ちを見守り・支えていくことが必要です。  
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３ 基本目標 

 
基本理念に基づく本町の子ども・子育て支援を行うために、以下のような基本目標を

掲げ施策の推進を図ります。 

 

（１）幼児教育・保育の充実 

全ての子どもと子育て家庭を対象として、利用の現状や利用希望の状況などを踏ま

え、計画的な教育・保育の充実を図ります。 

幼児教育・保育の質の向上に資するよう、教育・保育に関する専門性を有する職員の

配置・確保に努め質の向上に取り組みます。 

国際化の進展に伴い、教育・保育施設※等において、外国につながる幼児が円滑な教

育・保育等の利用ができるよう、保護者及び教育・保育施設等に対し必要な支援を行う

とともに、子どもが外国語に親しむ機会を創出します。 

また、保護者の就労状況やその変化を踏まえながら、就学前の教育・保育の一体的な

提供を行う体制についても検討を行います。 

 

（２）安心できる地域の子育て支援の推進 

子育ての基本は家庭であるという考え方の中で、男女がともに多様な生き方を選択

できるための子育て環境の整備が求められています。 

また、家族形態の多様化や地域との関わり方の変化などを背景に、子育てに関する不

安や悩みを、周りの人に相談できずに抱えている家庭があります。そのため、利用者の

ニーズを踏まえた子育て支援施策を推進し、子育てに関する情報交換の場や子育て相

談などの充実に努め、地域での子育て支援の充実を図ります。 

さらに、放課後の子どもの居場所づくりに当たっては、全ての就学児童が放課後等を

安全・安心に過ごし、多様な体験・活動を行うことができるよう、状況に応じて、放課

後児童クラブと放課後子ども教室を一緒に行う、「一体型」の実施について検討を行い

ます。 

 

（３）子どもと親の健康増進 

母子保健は、生涯を通じて健康的な生活を送る第一歩であり、次の世代の人々を健や

かに産み育てるための基礎となります。 

安心して妊娠し、出産することができ、ゆとりを持って健やかに子どもを育てる家庭

づくりを支援するとともに、健診などによる健康状態の確認体制や発育などに関する

相談体制の充実を図り、食育の推進や地域の小児医療への取組を進め、安心して子育て

が行える地域環境の整備に努めます。 
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（４）子どもの健やかな成長 

豊かな心と健やかな体を持つ元気な子どもの育成や教育の充実に努めます。 

子どもの権利擁護に関して、体罰によらない子育て等を推進するため、体罰や暴力が

子どもに及ぼす悪影響や体罰によらない子育てに関する理解が社会で広まるよう努め

ます。 

また、子どもが一人の人として育ち、学び、生きていく上で大切な権利として、子ど

もの権利を保障し、子どもの健やかな成長を支えます。 

 

（５）支援を必要とする子どもや家庭への取組の推進 

育児不安や児童虐待※を早期に発見し、適切な対応ができるよう、産後初期段階にお

ける母子に対する支援など、支援を必要とする妊婦への支援を行います。また、児童虐

待が起こらないための取組や児童虐待が起こった場合にも早期に発見し、対策が行え

るように関係機関と連携し、相談体制の充実を図ります。 

障がいのある子どもや発達に遅れのある子どもとその家庭への支援の充実に努めま

す。また、医療的ケア児※が身近な地域で必要な支援が受けられるよう、総合的な支援

体制の構築へ向け、関連分野の支援を調整するコーディネーターの配置を推進します。 

また、ひとり親家庭や生活困窮世帯に対する相談体制の充実や支援体制の整備に努

め、地域や社会全体で支援します。 

 

（６）仕事と子育ての両立の推進 

共働き家庭は増加しているものの、未だ家事・育児の多くを女性が担っている現状が

あり、また、長時間労働なども問題となっています。 

保護者が仕事と生活の調和（ワーク・ライフ・バランス）のとれた生活が送れている

ことは、子どもにとっての幸せにもつながります。事業者の意識改革による労働環境の

改善、家庭内での意識改革など、男女の働き方改革を進め、仕事と子育ての両立の推進

を図ります。 

また、働く場面で活躍したいという希望を持った女性が、その希望に応じて、仕事と

家庭を両立し、個性と能力を十分に発揮できる社会を実現するため、行政、市民、事業

者、各種団体が連携し、協働して取り組んで行くことが必要です。 
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（７）子育てしやすい生活環境の確保 

子育て家庭が負担や不安を感じることなく外出や移動ができる環境づくりや、子ど

もが犯罪や交通事故に巻き込まれることのないよう子どもの安全を確保する取組の推

進など、子どもや子育て家庭が安心して暮らせるように生活環境を整備していくこと

が必要です。 

生活環境の整備においては、町道、公共施設などにおいてバリアフリー化を進めるこ

とや、防犯・交通安全などに資する環境整備を行っていきます。 

また、通学路や放課後の遊び場などの安全確保をはじめ、児童を狙う犯罪や交通事故

の防止などの取組を強化するため、行政、地域、学校等や警察をはじめとする関係機

関・団体の協力による安全・安心なまちづくりを推進していきます。 
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４ 施策体系 
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（１） 児童虐待防止対策の充実

（１） 幼児期の教育・保育の提供体制の充実

（２） 子どもへの教育の充実

（３） 家庭や地域での学びの場づくり

（４） ひとり親家庭や子どもの貧困に対する支援の推進

（１） 豊かな心と健やかな体を持つ元気な子どもの育成

（３） 障がいのある子どもや発達に遅れのある

子どもとその家庭に対する支援の充実

基本目標

（２） 悩みを抱える親子への相談援助体制の充実

１ 幼児教育・保育の充実

基本理念 基本施策

２ 安心できる地域の子育て支援の推進

３ 子どもと親の健康増進

（１） 子育て支援サービスの充実

（２） 子育て支援のネットワークづくり

（１） ⼦どもと⺟親の健康の確保

（２） ⼩児医療の充実

（１） ワーク・ライフ・バランスの推進

４ 子どもの健やかな成長

５ 支援を必要とする子どもや

家庭への取組の推進

６ 仕事と子育ての両立の推進

７ 子育てしやすい生活環境の確保

（１） 子育て家庭が暮らしやすい環境の整備

（２） 子どもの安全の確保
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第４章 施策の展開 
 

１ 幼児期の教育・保育の充実 

 

（１）幼児期の教育・保育の提供体制の充実 

全ての子どもが必要とする教育・保育が受けられるよう、その提供体制の確保に取り

組みます。 

また、体制を確保するだけでなく、幼児教育・保育の質の向上に資するよう、教育・

保育に関する専門性を有する職員の配置・確保に努め質の向上にも取り組みます。 

さらに、国際化の進展に伴い、子どもが多文化に触れ合う機会を創出するとともに、

教育・保育施設※等において、海外から帰国した幼児や外国人幼児、両親が国際結婚の

幼児などの外国につながる幼児の増加が見込まれることから、外国につながる幼児が

円滑な教育・保育等の利用ができるよう、保護者及び教育・保育施設等に対し必要な支

援を行います。 

教育・保育事業の量的・質的な充実を図るとともに、保育施設の計画的な整備を図り

ます。 

なお、ここでは、子ども・子育て支援法※第 61条第２項第３号に規定する「教育・保

育の一体的提供及び教育・保育の推進に関する体制の確保」及び同条第３項第１号に規

定する「産後の休業及び育児休業※後における特定教育・保育施設等の円滑な利用の確

保」に関する事項について併せて記載しています。 

 

①教育・保育事業の充実 

事業名 事業内容 担当課等 

保育施設の整備 

園児の健全な育成を図るための施設を質的に充実

するとともに、保育所等長寿命化計画に基づき、計

画的な整備を図ります。 

こども保育課 

乳幼児保育事業 
待機児童の解消に向け、３歳未満児を対象とした保

育サービスを拡大します。 
こども保育課 

延長保育事業 
保育所の通常の開所時間外の保育ニーズへの対応

を図ります。 
こども保育課 

障がい児対応保育事業 障がい児に対する保育の充実を図ります。 こども保育課 

一時預かり事業 

保護者の就業形態、疾病、入院、育児疲れなどの理

由により、一時的に保育を必要とする乳幼児に対す

る保育を行います。 

こども保育課 
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事業名 事業内容 担当課等 

病児・病後児保育事業 
保護者の仕事などの理由により、病気や病後の子ど

もを預かる病児・病後児保育事業を推進します。 
こども保育課 

家庭的保育※事業など

を行う事業者の支援 

家庭的保育や小規模保育※、事業所内保育※などを行

う事業者を支援し、３歳未満児の保育を充実しま

す。 

こども保育課 

民間保育所運営の支援 
民間保育所に勤務する職員の処遇と保育所運営を

支援します。 
こども保育課 

実費徴収に係る補足給

付費事業 

低所得世帯等の子どもの幼稚園利用について、保護

者が支払うべき副食材料費（実費徴収額）を補助す

ることで、円滑な利用を図ります。 

こども保育課 

教育・保育施設※と事業

者との連携 

保育園や幼稚園、地域型保育事業※者との合同研修

や会議などを通じて、施設相互の連携を図ります。 
こども保育課 

教育・保育施設と小学

校との相互連携 

就学前から小学校への円滑な接続を図るため、保育

園・幼稚園と小学校が連携し、相互の訪問を行うな

ど、教育・保育の連続性と一貫性を確保します。 

こども保育課 

学校教育課 

幼児教育アドバイザー

の配置 新規 

幼児教育の更なる質の充実を図るため、幼稚園、保

育所を巡回し、教育内容や指導方法、環境の改善な

どについて指導を行う、幼児教育アドバイザーの配

置について検討します。 

こども保育課 

外国につながる子ども

や家庭への支援 新規 

外国人家庭等、外国につながる子どもや家庭が、円

滑にサービス等を利用できるよう、幼稚園、保育所、

学校、児童館※や関係各課と連携し支援します。 

地域協働課 

こども保育課 

学校教育課 

外国語に触れる機会の

創出 新規 

幼児期から全ての子どもが外国への理解を深めた

り、外国語を体験できる機会を提供します。 
こども保育課 

※新規・・・令和２年度以降に実施する新しい事業 

 

②幼児期の教育・保育の一体的提供 

事業名 事業内容 担当課等 

認定こども園※の活用 

幼稚園と保育園の機能や特長を併せ持った認定こ

ども園について、住民ニーズを注視し、必要に応じ

導入を検討していきます。 

こども保育課 
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③育児休業※後における教育・保育事業の円滑な利用 

事業名 事業内容 担当課等 

０歳児保育事業 

保護者が育児休業満了時などに、希望に応じて保育

園を利用ができるよう、０歳児保育を行う保育園を

拡大します。 

こども保育課 

育児休業後における教

育・保育事業の円滑な

利用 

翌年度の入園申込に当たり、保護者が、育児休業満

了時などに希望に応じて利用ができるよう年度途

中の入園に配慮します。 

こども保育課 
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２ 安心できる地域の子育て支援の推進 

 

（１）子育て支援サービスの充実 

核家族化の進行や就労形態の多様化により、子育てを取り巻く環境は変化しており、

家庭だけで子育てを行うには負担が大きくなっていることから、きめ細やかな子育て

支援サービスの充実が求められています。 

子育てに関する相談や親子が交流する機会を提供するとともに、地域で助け合える

体制づくりにも取り組み、様々な面から子育て支援サービスの充実を図ります。 

 

①相談支援体制の充実 

事業名 事業内容 担当課等 

子育て相談 

子どもを養育する人に対して、子育ての相談や情報

交換の場を提供することで、安心して子どもを産み

育てる環境をつくります。 

子育て応援課 

健康推進課 

育児相談・栄養相談 

赤ちゃん相談・離乳食相談・育児相談・栄養相談・

お誕生日相談により、育児についての不安の解消や

子どもの順調な発育を促すための助言指導を行い

ます。 

健康推進課 

４歳・５歳児発達相談 
発達に心配のある子どもの保護者への育児支援を

行います。 
健康推進課 

ことばの相談 

言語発達面において遅れがあるなど、子どもの発達

について心配がある保護者や育児不安を訴える保

護者に対し、心理士による相談を行います。 

健康推進課 

なかよし教室 

1 歳 6 か月児健診、2 歳児健診、3 歳児健診時、言

葉の遅れや発達特性のある子どもと育児不安のあ

る保護者を対象に事後教室を行います。 

健康推進課 

乳児家庭全戸訪問事業

（赤ちゃん訪問） 

出生後 1 か月から 2 か月の間に全家庭を訪問し、

子どもの健康発達状態を把握し、必要な育児指導を

行います。 

健康推進課 

利用者支援事業 

子どもや保護者、妊娠中の人が、母子保健サービス、

教育・保育施設※や子育て支援サービスなどを円滑

に利用できるよう、情報提供や相談・助言を行いま

す。 

子育て応援課 

健康推進課 

児童委員による相談 
地域において身近な存在である児童委員が、子ども

に関する相談相手となる活動を充実します。 
子育て応援課 
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②子育て支援サービスの充実 

事業名 事業内容 担当課等 

妊産婦タクシー料金助

成事業 

妊娠届出時から分娩予定日の６か月後の末日まで

利用できるタクシー料金助成利用券を交付し、妊産

婦の移動負担を軽減します。 

健康推進課 

多胎児サポーター等派

遣事業 新規 

多胎児を育てている家庭に、多胎児サポーターを派

遣し、日常的な家事や育児支援、相談などを行いま

す。 

子育て応援課

健康推進課 

子育てサロン※の開催 

新規 

妊娠中から生後 4 か月までの妊産婦とその子ども

を対象に、相談や交流ができるサロンを開催しま

す。 

健康推進課 

双子交流会 
多胎児を育てている保護者同士の交流の場の提供

と育児に関する指導を行います。 
健康推進課 

パパママ教室 
妊婦とその夫を対象に妊娠中の体調管理、生活と育

児に関する情報の提供を行います。 
健康推進課 

親子ふれあい交流事業 

児童館※において親子の絆を深めるため、絵本の読

み聞かせや食育セミナーなどを開催することによ

り、親子のふれあいの機会を提供します。 

こども保育課 

保育園園庭開放 

未入園児とその保護者を対象に園庭を開放し、保育

園児との交流を図るとともに、子育てについて情報

交換できる場を提供します。 

こども保育課 

はぐみんカード※の普

及 

協賛店舗で子育て中の家族が特典を受けることが

できる子育て家庭優待事業「はぐみんカード」を普

及します。 

子育て応援課 

地域子育て支援拠点事

業※ 

地域の子育て支援センターで子育て世帯に対して、

親子遊びや保護者の交流の場を提供するとともに、

育児相談や子育てサークルの支援を行います。 

子育て応援課 

ファミリー・サポート

事業 

子育ての援助をして欲しい人と子育ての援助をし

たい人が会員になり、互いに助け合う会員組織の事

業を普及します。 

子育て応援課 

子育て支援ボランティ

ア活動の支援 

読み聞かせや子育てサロンなどに関する知識と技

術を提供するとともに、それぞれのボランティア活

動の支援や助成なども含めて行います。 

社会福祉 

協議会 
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③子どもの居場所づくり 

事業名 事業内容 担当課等 

児童館※運営 
児童や乳幼児とその保護者が、安心して楽しく児童

館を利用できるように運営します。 
こども保育課 

児童館の整備 
児童館施設（放課後児童クラブ実施施設）を質的に

充実するとともに、計画的な整備を図ります。 
こども保育課 

放課後児童クラブ 

昼間、仕事などの理由により保護者が家庭にいない

小学生に授業終了後、児童館などで生活や遊びを指

導し、児童の健全育成を図ります。 

こども保育課 

放課後子ども教室 

放課後の児童の安全で健やかな活動と居場所を確

保するとともに、様々な体験活動を通じて、子ども

たちの自主性・社会性・創造性を養います。 

こども保育課 

放課後児童クラブと放

課後子ども教室の一体

化事業 新規 

児童が放課後の時間等を安全・安心に過ごすことが

でき、多様な学習や地域に根差した体験・交流活動

ができる場を提供します。 

こども保育課 

学校教育課 

児童館・放課後児童ク

ラブ民営化事業 新規 

児童館を民営化することにより、新しい手法による

子育て相談の実施や多様化する保護者の就労形態

に対応する放課後児童クラブを運営します。 

こども保育課 

子育て短期支援事業

（ショートステイ） 

保護者の疾病などにより家庭において養育を受け

ることが一時的に困難になった子どもを、児童養護

施設※などを利用し、宿泊を伴う預かりを行います。 

子育て応援課 

地域子育て支援拠点事

業※ 

【再掲】 

地域の子育て支援センターで子育て世帯に対して、

親子遊びや保護者の交流の場を提供するとともに、

育児相談や子育てサークルの支援を行います。 

子育て応援課 

公園の確保 
子どもを始めとした地域住民の憩いの場やボール

遊びなどができる公園を提供します。 
都市計画課 

公園環境の維持保全 
公園利用者に気持ちの安らぎや快適さを感じても

らえるよう、安全で快適な利用環境を提供します。 
都市計画課 

学校体育施設の開放 
町内の小中学校の体育館・武道場・運動場や高校の

運動場を一般の方へ継続的に開放します。 
生涯学習課 
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④新・放課後子ども総合プランに基づく取組 

放課後児童クラブについては、各小学校区内の児童館※で実施しています。また、放

課後子ども教室については、全小学校区に開設しています。 

今後は、就労状況にかかわらず、全ての児童が放課後を安全・安心に過ごし、様々

な体験や活動が行えるように、放課後児童クラブと放課後子ども教室がより一層連携

し、事業を実施していきます。また、引き続き、全ての児童が放課後等を安全・安心

に過ごし、多様な体験・活動を行うことができるよう、両事業を一緒に行う、「一体型」

の実施を検討していく必要があります。 

なお、ここでは、次世代育成支援対策推進法※に基づき国が定めた行動計画策定指針

に即し、市町村行動計画に盛り込むこととされた「放課後子ども総合プラン」に基づ

く取組を以下に記載します。 

 

ア 令和 6年度に達成されるべき目標事業量 

項目 令和 2年 令和 3年 令和 4年 令和 5年 令和 6年 

放課後児童クラブ 6 か所 6 か所 5 か所 5 か所 4 か所 

放課後子ども教室きらきらこど

も 
6 か所 6 か所 5 か所 5 か所 4 か所 

放課後児童クラブと放課後子ど

も教室を一体的に実施 
0 か所 0 か所 1 か所 1 か所 2 か所 

 

イ 具体的な方策 

項目 内容 

放課後児童クラブと放課後子ど

も教室の一体的な、連携による実

施に関する方策 

・一体的な実施は、それぞれの事業の利用状況や余裕教室 

の状況、住民ニーズなどを考慮して検討していきます。 

・両事業における活動プログラムの企画段階から両事業の

職員がより一層連携し、共通のプログラムをそれぞれ実

施します。 

・両事業の児童が一緒に活動を行うことができるプログラ

ムを充実させ、相互交流を図ります。 

教育委員会とこども健康部局の

連携方策 

定期的に情報共有を図り、両事業の円滑な推進を図りま 

す。 

特別な配慮を必要とする児童へ

の対応に関する方策 

障がいがあり特別な配慮を必要とする児童の接し方など

に関する研修を実施します。 

放課後児童クラブの開所時間の

延長に係る取組 

利用者のニーズに応じて、長期休業期間の放課後児童クラ

ブの開所時間の延長を検討します。 
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項目 内容 

放課後児童クラブの役割をさら

に向上させていくための方策 

指導員の資質向上のための研修を行います。 

放課後児童クラブにおける育成

支援の内容について、利用者や地

域住民への周知を推進させるた

めの方策 

広報紙やホームページによる周知を継続するとともに、各

放課後児童クラブが学校や地域などとの連携を図ります。 
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（２）子育て支援のネットワークづくり 

子育てをする上で不安や悩みを抱える保護者もみられることから、安心して子育て

を行っていくための適切な情報を提供するとともに、地域における様々なネットワー

クを活用していくことが必要です。 

子育てに関する情報の提供や自主的なサークル活動への支援を行い、子育てネット

ワークの形成を促進します。 

 

①子育てに関する活動や事業の情報共有 

事業名 事業内容 担当課等 

子育て支援サービスの

情報提供 

各種子育て支援サービスの情報を集約し、広報紙や

ホームページ、SNS※などを活用し周知します。 

人事秘書課 

企画情報課 

子育て応援課 

親子で参加できる事業

の情報提供 

町の事業を、広報紙、ジョイフル、ホームページ、

SNS などで紹介し、参加できる事業の情報を提供し

ます。 

人事秘書課 

企画情報課 

こども保育課

子育て応援課

健康推進課 

生涯学習課 
 

②自主的なサークル活動の支援 

事業名 事業内容 担当課等 

幼児クラブ・幼児教室 

児童館※内で乳幼児とその保護者を対象として、子

育てに関する正しい知識の提供と育児不安の解消

を図るための支援を行います。 

こども保育課 

町民活動センター※の

活用の推進 

子育てに関係する町民の自主的なグループの打合

せや活動資料の作成ができる場を提供します。 
地域協働課 
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（３）家庭や地域での学びの場づくり 

核家族化や地域のつながりの希薄化などにより、家庭や地域で子どもが学ぶ機会が

減少しています。家庭や地域での学習機会の提供や啓発、交流の機会づくりを行いま

す。 

 

①家庭での学び 

事業名 事業内容 担当課等 

家庭教育推進事業 
明るく温もりのある家庭づくりの中で子どもが健

やかに育つように各小学校で講座を開催します。 
生涯学習課 

エコチャレンジ 

各種イベントなどを通じ、リサイクルや省資源・省

エネルギーなど、親子で学び、日常生活でエコ活動

を啓発します。 

環境課 

いきいき東郷 

健康マイレージ 

日常生活で気を付けたいことや、地域のイベントへ

の参加など、取組内容について家庭で考え、健康づ

くりを実践します。 

健康推進課 

 

②地域での学び 

事業名 事業内容 担当課等 

子どもと高齢者との世

代間交流 

子どもと高齢者が体験活動などを通じて交流を図

るなど、双方の連携により世代間交流を推進しま

す。 

高齢者支援課

こども保育課 

子どもと文化協会との

交流と行事などの伝承 

地域の伝統（民俗芸能や祭りなど）の伝承と、子

どもたちの参加・体験を推進します。 
生涯学習課 

食生活改善推進員活動 

食生活改善推進員による健康づくりに関する食

生活の知識の普及や実践活動を通して、子どもた

ちに「食」の大切さを伝えます。 

健康推進課 

公園の確保 

【再掲】 

子どもを始めとした地域住民の憩いの場やボー

ル遊びなどができる公園を提供します。 
都市計画課 
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３ 子どもと親の健康増進 

 

（１）子どもと母親の健康の確保 

子どもが健やかに生まれ成長していくためには、母子保健の充実が不可欠です。産

前・産後期の女性は、心身の状態が不安定になりやすい傾向があり、特に初めての妊娠

などは妊産婦の不安も大きく、また、出産後は子育てにおける肉体的・精神的負担によ

り、孤独感を感じることがあります。 

妊娠・出産、乳幼児の健やかな成長を支援するため、母子の健康づくりに関する啓発

や各種健診、健康相談等を行います。 

 

①産前・産後期における母子の健康確保 

事業名 事業内容 担当課等 

母子健康手帳交付 

交付時に面接を行い、妊娠中の心理状況・家族関係

を把握し、妊娠中の生活について保健指導を行いま

す。 

健康推進課 

妊娠から出産までを快

適に過ごすための支援 

母子健康手帳交付時の面接において把握した、出産

後の養育について支援が必要と認められる妊婦（特

定妊婦）に対して家庭訪問を行い、安心して妊娠・

出産・育児を行えるよう支援します。 

健康推進課 

職場での妊婦に対する

配慮などについての啓

発 

母子健康手帳交付時、就業中の妊婦に対して母性健

康管理指導事項連絡カード※を配布し、職場環境で

の配慮などを啓発します。 

健康推進課 

妊婦の喫煙・飲酒率の

減少に向けた教育 

母子健康手帳交付の際に喫煙・飲酒状況を聞き取

り、喫煙者・飲酒者への指導を行うとともに、パパ

ママ教室での喫煙・飲酒についての教育を行いま

す。 

健康推進課 

母子栄養補給強化事業 
栄養の補給を必要とする妊産婦と乳幼児に対し、牛

乳などの栄養食品を支給します。 
健康推進課 

多胎児サポーター等派

遣事業 新規  

【再掲】 

多胎児を育てている家庭に、多胎児サポーターを派

遣し、日常的な家事や育児支援、相談などを行いま

す。 

子育て応援課 

健康推進課 
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②子どもの健康診査 

事業名 事業内容 担当課等 

妊産婦・乳児健康診査 

妊婦と乳幼児の健康保持・増進や異常の早期発見・

早期治療を行うため県内医療機関にて妊婦 14 回・

産婦 1 回・乳児 2 回の健康診査を実施します。 

健康推進課 

４か月児・１歳６か月

児・３歳児健康診査 

疾病又は異常の早期発見と予防、健全な発育、発達

を促すため、身体計測・内科健診・個別相談を行い

ます。 

健康推進課 

２歳児歯科健診 

2 歳児を対象に歯科健診を行うとともに、1 歳 6 か

月児健診で経過観察が必要な子どもに対し保健指

導を行います。 

健康推進課 

歯科衛生士訪問 

健診においてむし歯が多い児の家庭に保健師及び

歯科衛生士が訪問し、生活習慣や生活環境を整える

支援、ブラッシング指導などを行います。 

健康推進課 

予防接種 
予防接種法に基づき、麻しんなどの予防接種を実施

します。 
健康推進課 

保育園保健事業 

園児の健康管理のために、内科・歯科・眼科・耳鼻

咽喉科健診を行い疾患などがある場合は、早期に対

応のための指導を行います。 

こども保育課 

 

③健康相談 

事業名 事業内容 担当課等 

健康づくり地区活動の

支援 

子育て中の親子のグループに対して健康づくりに

関する相談・教育などを行います。 
健康推進課 

乳児家庭全戸訪問事業

（赤ちゃん訪問） 

【再掲】 

出生後 1 か月から 2 か月の間に全家庭を訪問し、

子どもの健康発達状態を把握し、必要な育児指導を

行います。 

健康推進課 

養育支援訪問事業 

家庭での養育上の問題を抱え、支援が必要な家庭を

早期に把握し、一般の子育て施策を利用できる段階

に至るまで、個別の状況に応じた支援計画を作成

し、支援チームを編成して対応します。 

子育て応援課

健康推進課 

育児相談・栄養相談 

【再掲】 

赤ちゃん相談・離乳食相談・育児相談・栄養相談・

お誕生日相談により、育児についての不安の解消や

児の順調な発育を促すための助言指導を行います。 

健康推進課 

双子交流会 

【再掲】 

多胎児を育てている保護者同士の交流の場の提供

と育児に関する指導を行います。 
健康推進課 
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④医療費などの助成 

事業名 事業内容 担当課等 

子ども医療費の支給 
子どもが医療機関などにかかったときの医療費（保

険診療の自己負担分）を支給します。 
保険医療課 

一般不妊治療費助成 
不妊に悩む夫婦に対し、不妊治療に要する費用の一

部を助成します。 
健康推進課 

特定不妊治療費助成 

特定不妊治療以外の治療法では妊娠の見込みがな

いか、又は極めて少ないと医師に診断された夫婦に

対し、治療費の一部を助成します。 

健康推進課 

不育症治療費助成 
不育症による流産などに不安を抱える夫婦に対し、

不育症治療に要する費用の一部を助成します。 
健康推進課 

養育医療給付 
未熟児の養育に必要な医療の給付を行い、又は医療

に要する費用を支給します。 
保険医療課 

出産一時金の支給 
国民健康保険の被保険者が出産したときの一時金

を支給します。 
保険医療課 

 

⑤食育の推進 

事業名 事業内容 担当課等 

いきいき東郷 21（東郷

町健康づくり・食育推

進計画）の推進 

いきいき東郷 21（東郷町健康づくり・食育推進計

画）に基づく各種施策を推進していきます。 
健康推進課 

アレルギーフリー給食  

保育園及び学校で、アレルギーフリー給食の日を実

施し、全ての子どもが同じ給食を楽しむ時間をつく

ります。 

給食センター 
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（２）小児医療の充実 

安心して子育てを行っていくためには、小児医療や救急医療の体制が整っているこ

とが重要となります。 

子どもが病気の際にも適切な医療や保育が受けられるよう小児医療の充実を図りま

す。 

 

①病児・病後児の対応 

事業名 事業内容 担当課等 

病児・病後児保育事業

【再掲】 

保護者の仕事などの理由により、病気や病後の子ど

もを預かる病児・病後児保育事業を推進します。 
こども保育課 

 

②小児医療体制 

事業名 事業内容 担当課等 

休日・夜間の小児救急

医療機関の情報提供 

広報紙、ホームページなどで紹介するとともに、よ

りわかりやすい情報を提供します。 
健康推進課 
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４ 子どもの健やかな成長 

 

（１）豊かな心と健やかな体を持つ元気な子どもの育成 

心身ともに元気に子どもが育つことは、保護者の願いです。 

体罰によらない子育て等を推進するため、体罰や暴力が子どもに及ぼす悪影響や体

罰によらない子育てに関する理解が社会で広まるよう、各種健康診査の場、子育て支援

センターや保育所、幼稚園、学校等も活用して、普及啓発します。 

また、保護者としての監護を著しく怠ることは、ネグレクトとなることを踏まえ、子

どもを自宅や車内に放置してはならないことを母子手帳や乳幼児健診の機会などを活

用し周知します。 

子どもの健全な育成に向けて、教育文化事業の充実や主体的に参加できる活動の機

会を提供します。 

また、ボランティアや社会福祉活動などを通じて豊かな心を育みます。 

 

①子どもに対する教育文化事業 

事業名 事業内容 担当課等 

子ども向け事業の開催 
公民館などにおいて、子どもが参加できる事業を開催

します。 
生涯学習課 

子どもが参加できる事

業の開催 

音楽祭など、子どもが参加できる事業を開催すること

で、子どもの育成を推進し、才能発揮やふれあいを図

ります。 

生涯学習課 

図書館行事 
読み聞かせやお楽しみ会など、子どもや子育てサーク

ルのメンバーが参加できる催しを充実します。 
生涯学習課 

体力づくりの推進 

毎月第 3 日曜日を「家族体力づくりの日」として、

各小学校の体育施設で総合型地域スポーツクラブ「Ｔ

ＯＧＯスポーツクラブ」の活動を実施します。 

生涯学習課 

幼児期の体力づくり 
運動好きな子どもたちを育むため、子どもへの指導、

親子体操や保育士研修などを実施します。 
こども保育課 

ふるさと意識の醸成 

子どもたちが将来、ふるさと東郷を誇りに思えるよ

う、ふるさと意識を醸成するため、保育園や児童館※

において民踊「東郷音頭※」の歌と踊りを取り入れま

す。 

こども保育課 

子どもと文化協会との

交流と行事などの伝承

【再掲】 

地域の伝統（民俗芸能や祭りなど）の伝承と、子ども

たちの参加・体験を推進します。 
生涯学習課 
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事業名 事業内容 担当課等 

国際交流活動支援事業 

国際感覚豊かな子どもたちを育てるとともに異文

化理解及び多文化共生社会の実現に向けた、諸活動

を推進します。 

地域協働課 

まつりの実施 

全町を挙げてまつりを創出し、「ふるさと東郷」を浸

透させるために「文化産業まつり」「納涼まつり」を

開催します。 

産業振興課 

生涯学習課 

ＮＰＯなどが行う子ど

もたちのための活動の

支援 

ＮＰＯやボランティアが行う子どもたちのための

活動を支援します。 
地域協働課 

子ども議会 

未来を担う子どもたちが、住民生活と行政とのか

かわりや町が直面する様々な課題について考え

る機会をつくるとともに、町民としての自覚と郷

土を愛する心を育成します。 

企画情報課 

学校教育課 

議会事務局 

移動児童館※ 

中学生・高校生に限定した遊びや運動ができるイ

ベントを開催し、中学生・高校生の活動の場を提

供します。 

こども保育課 

 

②子どもの自主的な活動を通した健全育成 

事業名 事業内容 担当課等 

子ども会活動の支援 

東郷町子ども会連絡協議会を中心に、地域の子ども

会を支援するとともにジュニアリーダー※を育成し

ます。 

子育て応援課 

子どもによるイベント

の企画 

楽しい思い出と今後の意欲につながる体験として、

子どもたちが中心となって企画する「じどうかんこ

どもまつり」などを開催します。 

こども保育課 

児童館ジュニアサポー

ター 

中学生・高校生が、児童館活動について、自主的に

考え行動する活動を支援します。 
こども保育課 

 

③子どもの健全育成に向けた環境づくり 

事業名 事業内容 担当課等 

子どもの権利の保障 
子どもの権利、大人や事業者などの責務を定めた

「東郷町子ども条例」の周知啓発を行います。 
子育て応援課 

子どもの権利の侵害に

関する相談 

子ども自身がつらいことがあった時に相談できる

窓口を設置し、子どもの悩みや不安に対応します。 
子育て応援課 

青少年健全育成に関す

る啓発活動 

青少年の健全な成長を援助するとともに、各地区に

おける啓発事業を実施します。 
生涯学習課 
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事業名 事業内容 担当課等 

いじめ防止対策 

いじめを防止するため、東郷町いじめ問題対策連絡

協議会を定期的に開催し、関係機関で情報を共有し

ます。 

学校教育課 

支援を必要とする家庭

の早期把握 

妊娠・出産・育児期に支援を必要とする子どもや妊

婦の家庭を早期に把握するとともに、所属機関での

早期発見に努め、虐待の発生を予防します。 

こども保育課 

子育て応援課 

健康推進課 

学校教育課 

 

④助け合いの心を育む事業 

事業名 事業内容 担当課等 

子育て支援ボランティ

ア活動の支援 

【再掲】 

読み聞かせや子育てサロン※などに関する知識と技

術を提供するとともに、それぞれのボランティア活

動の支援や助成なども含めて行います。 

社会福祉 

協議会 

社会福祉協力校事業 

児童生徒が障がい者や高齢者などとの交流を通し

て、地域の福祉課題や生活課題に気づき、日常的な

実践活動へと広げ「豊かな人間性」や「共に生きる

力」を育むことを契機とするために開催します。 

社会福祉 

協議会 

青少年ボランティア福

祉体験学習 

将来の社会を担う中高生などを対象に地域や社会

福祉施設などでボランティア体験学習を実施する

ことにより、福祉の課題に気づき、地域社会とのか

かわり・交流の中から地域の一員として自覚が芽生

えるような「きっかけづくり」をします。 

社会福祉 

協議会 

 

⑤世代間交流の促進 

事業名 事業内容 担当課等 

子どもと高齢者との世

代間交流 

【再掲】 

子どもと高齢者が体験活動などを通じて交流を

図るなど、双方の連携により世代間交流を推進し

ます。 

高齢者支援課

こども保育課 

保育園ふれあい交流 

地域に根差した保育園を目指し、保育園に在園し

ていない乳幼児や地域の高齢者を保育園に招き、

地域の人と保育園との交流を促進します。 

こども保育課 
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（２）子どもへの教育の充実 

  次代の担い手である子どもの生きる力を伸ばすことができるよう、学校教育環境等の

整備を推進するとともに、子どもたちの健やかな心身の発達を促します。 
 

①教育環境等の整備 

事業名 事業内容 担当課等 

外国青年招致事業

（JET プログラム）の

活用 

外国青年招致事業（JET プログラム）を活用した外

国語指導助手を各小中学校に配置し、児童生徒の国

際交流を促進します。 

学校教育課 

学校図書館の整備 
小中学校の図書館に学校図書館司書教諭補助員を

配置し、読書環境の充実を図ります。 
学校教育課 

学校施設の改善 

学校施設長寿命化計画に基づき、学校校舎の大規模

改造、トイレ洋式化を進め、教育環境の改善を図り

ます。 

学校教育課 

放課後の学習推進事業 

新規 

放課後子ども教室などで、児童生徒に学習機会を提

供し、学びを支援します。 
こども保育課 

 
②豊かな心と健やかな体を育む事業 

事業名 事業内容 担当課等 

園児と中高生との交流

事業 

赤ちゃんをかわいい、大切にしたいと思えるよう

に、園児と中高生との交流を積極的に持ち、幼い子

どもとの関わりを深める体験学習を実施します。 

こども保育課 

児童館※リズム運動 

児童館で子どもがリズムに合わせて運動するイベ

ントを実施し、子どもの運動する機会を提供しま

す。 

こども保育課 
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５ 支援を必要とする子どもや家庭への取組の推進 

 
支援を必要とする子どもや家庭への取組の推進に当たっては、県が行う施策との連

携を図るとともに、各施策における関係機関との連携を密にして展開します。 

なお、ここでは、子ども・子育て支援法※第 61条第３項第２号に規定する「子ども

に関する専門的な知識及び技術を要する支援に関する県が行う施策との連携」に関す

る事項について併せて記載しています。 

 

（１）児童虐待※防止対策の充実 

育児への不安などから児童虐待は依然としてなくならず、児童虐待の防止に向けた

取組の充実が求められています。 

児童虐待の発生予防、早期発見のため、産後初期段階における母子に対する支援な

ど、支援を必要とする妊婦への支援を行います。 

また、児童虐待が起こらないための取組や児童虐待が起こった場合にも早期に発見

し、対策ができるように関係機関と連携して取り組みます。 

 

①児童虐待の防止・早期発見・早期対応 

事業名 事業内容 担当課等 

子ども家庭総合支援拠

点の設置 新規 

子どもとその家庭、妊産婦等を対象に、相談対応

や継続的なソーシャルワークにより助言・支援を

行うとともに、要保護児童対策地域協議会の調整

機関を担う「子ども家庭総合支援拠点」を設置し

ます。 

子育て応援課 

児童虐待防止対策 

児童相談所などの関係機関を構成員とした要保護

児童対策地域協議会を活用し、児童虐待の防止・早

期発見・早期対応と児童問題に対する適切な対応を

図るための体制を充実します。 

福祉課 

こども保育課 

子育て応援課 

健康推進課 

学校教育課 

支援を必要とする家庭

の早期把握 

【再掲】 

妊娠・出産・育児期に支援を必要とする子どもや妊

婦の家庭を早期に把握するとともに、所属機関での

早期発見に努め、虐待の発生を予防します。 

こども保育課 

子育て応援課 

健康推進課 

学校教育課 

児童委員活動 
要保護・要支援児童への対応や児童虐待の早期発

見・早期対応のための活動を行います。 
子育て応援課 
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事業名 事業内容 担当課等 

所在不明児童対策 

所在不明児童に関する情報を庁内の関係部門で共

有し、虐待の予防と早期発見、保健福祉サービスの

適切な利用につなげます。 

福祉課 

住民課 

保険医療課 

こども保育課 

子育て応援課 

健康推進課 

学校教育課 

養育支援訪問事業 

【再掲】 

家庭での養育上の問題を抱え、支援が必要な家庭を

早期に把握し、一般の子育て施策を利用できる段階

に至るまで、個別の状況に応じた支援計画を作成

し、支援チームを編成して対応します。 

子育て応援課

健康推進課 

 

（２）悩みを抱える親子への相談援助体制の充実 

日常生活や学校生活で悩みを抱え、支援を求めている子どもやその保護者もみられ

ます。 

相談窓口の周知・徹底を含めた相談・支援につながりやすい仕組みづくりに努め、い

じめなどで悩みを抱える子どもやその保護者に対する相談体制の充実を図ります。 

 

①子どもに関する相談の充実 

事業名 事業内容 担当課等 

子ども相談 
いじめや子育てなどに悩みを抱える子どもやその

保護者からの相談に対応します。 
子育て応援課 

子どもの権利の侵害に

関する相談 【再掲】 

子ども自身がつらいことがあった時に相談できる

窓口を設置し、子どもの悩みや不安に対応します。 
子育て応援課 

児童生徒・保護者への

相談体制 

スクールソーシャルワーカー※やスクールカウンセ

ラー※、心の教室相談員※を配置します。 
学校教育課 

不登校児童生徒への支

援 

不登校の児童生徒が学校に復帰できるよう、ハート

フル東郷で相談・学習指導・適応指導を実施します。 
学校教育課 
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（３）障がいのある子どもや発達に遅れのある子どもとその家庭に対する支援の充実  

障がいのある子どもや発達に遅れのある子どもとその保護者が地域で安心して生活

できるよう、支援やサービスの充実を図ります。 

医療的ケア児※が身近な地域で必要な支援が受けられるよう、総合的な支援体制の構

築へ向け、関連分野の支援を調整するコーディネーターの配置を推進します。 

また、自閉症、学習障がい（ＬＤ）、注意欠陥/多動性障がい（ＡＤＨＤ）等の発達障

がいを含む障がいのある子どもへの対応は、障がいの状態に応じて、その可能性を最大

限に伸ばし、自立し、社会参加するために必要な力を培うため、幼稚園教諭、保育士等

の資質や専門性の向上を図るとともに、子どもたち一人一人の教育ニーズに応じた適

切な教育上の支援を行います。 

 

①子どもの発育に応じた支援の充実 

事業名 事業内容 担当課等 

児童発達支援事業所※

ハーモニー 

ことばや発達、行動などに遅れのある乳幼児に対し

て、子育てや指導について母親と一緒に考えなが

ら、単独通所も含めて児童の自立を図ります。 

こども保育課 

らっこ教室（療育事業

支援） 

児童発達支援事業所ハーモニーにおいて、発達のゆ

るやかな児を対象に、週１回子育てを支援する教室

を行います。 

こども保育課 

なかよし教室 

【再掲】 

1 歳 6 か月児健診、2 歳児健診、3 歳児健診時、言

語発達遅滞や発達特性のある子どもと育児不安の

ある保護者を対象に事後教室を行います。 

子育て応援課

健康推進課 

すくすく発達相談 

保護者へのアンケートを基に、行動観察や必要に応

じて発達検査を実施し、必要な支援を保護者に提案

するとともに、就学に向け小学校との連携を図りま

す。 

健康推進課 

ことばの相談 

【再掲】 

言語発達面において遅れがあるなど、子どもの発達

について心配がある保護者や育児不安を訴える保

護者に対し、心理相談員による相談を行います。 

健康推進課 

４歳・５歳児発達相談

【再掲】 

発達に心配のある子どもの保護者への育児支援を

行います。 
健康推進課 

障がい児対応保育事業

【再掲】 
障がい児に対する保育の充実を図ります。 こども保育課 

療育事業支援と療育関

係者との連携 

児童発達支援事業所ハーモニー・らっこ教室・なか

よし教室の利用者を把握するとともに、療育担当者

との定期的なケース連絡を図ります。 

こども保育課 

子育て応援課 

健康推進課 
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事業名 事業内容 担当課等 

医療的ケア児※への支

援の推進 新規 

医療的ケア児が身近な地域で必要な支援が受けら

れるよう、保健、医療、障がい福祉、保育、教育等

の関係機関において協議し、支援体制の充実に努め

ます。 

福祉課 

保険医療課 

こども保育課 

子育て応援課 

健康推進課 

学校教育課 

医療的ケア児に対する

コーディネーターの配

置 新規 

医療的ケア児に対する相談を行うとともに、必要な

支援やサービスの利用につながるよう関係機関と

の連携や調整を行うコーディネーターを配置しま

す。 

子育て応援課

健康推進課 

 

②障がい福祉サービスの充実 

事業名 事業内容 担当課等 

障がい者計画・障がい

福祉計画・障がい児福

祉計画の推進 

障がい者計画・障がい福祉計画・障がい児福祉計画

に基づく各種施策を推進していきます。 

福祉課 

子育て応援課 

児童発達支援センター

の設置 新規 

発達に支援が必要な子どもに対し、切れ目ない療育

支援体制を提供するため、専門的機能を持ち地域に

おける中核的な役割を持つ支援施設として、相談支

援や障害児通所支援等を実施する児童発達支援セ

ンターを設置します。 

こども保育課

子育て応援課 

 

③障がいのある子どもの社会参加の促進 

事業名 事業内容 担当課等 

障がいのある人の交流

事業 

障がいのある人に社会参加の機会をつくり、お互

いの親睦と健康の維持・増進を図ります。 

福祉課 

子育て応援課 
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（４）ひとり親家庭や子どもの貧困に対する支援の推進 

ひとり親家庭や生活困窮家庭が、子育てや自立した生活を行えるように支援してい

くことが重要です。 

経済的支援や生活に関する支援を行うとともに、貧困の連鎖防止への取組を行いま

す。 

 

①ひとり親家庭への支援 

事業名 事業内容 担当課等 

女性相談 
女性の抱える諸問題に対する相談・助言を行いま

す。 
子育て応援課 

自立・就業支援 
ひとり親家庭の自立のために就業の相談・斡旋を行

います。 
子育て応援課 

母子・父子家庭医療費

の支給 

ひとり親家庭の方が医療機関などにかかったとき

の医療費（保険診療の自己負担分）を助成します。 
保険医療課 

児童扶養手当の支給 

ひとり親家庭の生活の安定と子どもの健全育成の

ために「児童扶養手当法」に基づく手当の支給に関

する事務を行います。 

子育て応援課 

県遺児手当の支給 

ひとり親家庭の生活の安定と子どもの健全育成の

ために「愛知県遺児手当支給規則」に基づく手当の

支給に関する事務を行います。 

子育て応援課 

町遺児手当の支給 

ひとり親家庭の子どもが心身ともに健やかに成長

できるように子どもを養育している人に手当を支

給し、家庭における経済的負担を軽減します。 

子育て応援課 

母子・父子・寡婦福祉資

金の貸付 

ひとり親家庭の方が自立を図り、家庭生活と職業生

活の安定と向上に努めるため、また、児童の福祉増

進のために「母子及び父子並びに寡婦福祉法」に基

づく福祉資金の貸付に関する事務を行います。 

子育て応援課 

保育園入所への配慮 
ひとり親家庭の子どもの保育園への入所に当たり、

優先的に利用できるよう配慮します。 
こども保育課 

放課後児童クラブ利用

への配慮 

ひとり親家庭の子どもの放課後児童クラブの利用

に当たり、優先的に利用できるよう配慮します。 
こども保育課 
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②子どもの貧困に対する支援 

事業名 事業内容 担当課等 

小中学校就学援助 
低所得者の世帯に対して学校経費の援助を行いま

す。 
学校教育課 

貧困の連鎖防止 

貧困の連鎖防止の取組として、生活困窮世帯の子ど

もに対し、日常的な生活習慣の取得や高校中退防止

の支援等を行います。 

社会福祉 

協議会 

福祉課 

子育て応援課 

学校教育課 

子ども食堂※の立ち上

げに向けた支援 

地域住民や NPO などによる子ども食堂の立ち上げ

を支援します。 
子育て応援課 
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６ 仕事と子育ての両立の推進 

 

（１）ワーク・ライフ・バランスの推進 

子育て支援の充実を図っていくためには、仕事と生活の調和を求めるワーク・ライ

フ・バランスを推進していくことが必要です。 

仕事と子育てを両立する上で、保育環境や放課後の居場所づくりの充実に加え、子育

てしやすい職場環境を確保していく必要があります。 

県や事業者、子育て支援に取り組む団体などと連携しながら、ワーク・ライフ・バラ

ンスの実現のための啓発や仕事と子育ての両立に向けた基盤の整備を行います。 

なお、ここでは、子ども・子育て支援法※第 61条第３項第３号に規定する「労働者の

職業生活と家庭生活の両立のための雇用環境の整備に関する施策との連携」に関する

事項について併せて記載しています。 

 

①仕事と子育ての両立のための情報提供・啓発 

事業名 事業内容 担当課等 

住民への情報提供と意

識啓発 

情報誌などを通して「仕事と生活の調和」（ワーク・

ライフ・バランス）に関わる情報を提供します。 
地域協働課 

事業者への情報提供と

意識啓発 

男女が家庭生活と地域や職場などでの活動を両立

することができるよう、事業者に対して、子育てし

やすい職場環境の推進に関する啓発を行います。 

地域協働課 

産業振興課 

職場での妊婦に対する

配慮などについての啓

発 【再掲】 

母子健康手帳交付時、就業中の妊婦に対して母性健

康管理指導事項連絡カード※を配布し、職場環境で

の配慮などを啓発します。 

健康推進課 

保護者の就労・再就職

の支援 

就労・キャリアアップを希望する女性の支援や、一

つの就労形態として「起業」の方法を学ぶ場の提供

等、子育てしながら働くことのできる環境づくりを

支援します。 

地域協働課 

産業振興課 

 

②仕事と子育ての両立のための基盤整備 

事業名 事業内容 担当課等 

休日保育の充実 新規 
多様な就労形態に対応するため、保育園の土日祝日

の開設をすすめ、就労世帯を支援します。 
こども保育課 

保育施設の整備 

【再掲】 

園児の健全な育成を図るための施設を質的に充実

するとともに、保育所等長寿命化計画に基づき、計

画的な整備を図ります。 

こども保育課 
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事業名 事業内容 担当課等 

乳幼児保育事業 

【再掲】 

待機児童の解消に向け、３歳未満児を対象とした保

育サービスを拡大します。 
こども保育課 

延長保育事業 

【再掲】 

保育所の通常の開設時間外の保育ニーズへの対応

を図ります。 
こども保育課 

障がい児対応保育事業

【再掲】 

障がい児に対する保育の充実を図ります。 
こども保育課 

一時預かり事業 

【再掲】 

保護者の就業形態、疾病、入院、育児疲れなどの私

的な理由により、一時的に保育を必要とする乳幼児

に対する保育を行います。 

こども保育課 

病児・病後児保育事業

【再掲】 

保護者の仕事などの理由により、病気や病後の子ど

もを預かる病児・病後児保育事業を推進します。 
こども保育課 

放課後児童クラブ 

【再掲】 

昼間、仕事などの理由により保護者が家庭にいない

小学生に授業終了後、児童館※で生活や遊びを指導

し、児童の健全育成を図ります。 

こども保育課 

ファミリー・サポート

事業 

【再掲】 

子育ての援助をして欲しい人と子育ての援助をし

たい人が会員になり、互いに助け合う会員組織の事

業を普及します。 

子育て応援課 

   

③職場におけるワーク・ライフ・バランスの推進 

事業名 事業内容 担当課等 

労働相談 
社会保険労務士による職場での悩みごとや困りご

となどの相談を行います。 
産業振興課 

事業者に対する「仕事

と生活の調和」の奨励 

次世代育成支援について優れた取組を行っている

事業者の事例紹介など、事業者の仕事と生活の調和

を奨励します。 

地域協働課 

町職員における「仕事

と生活の調和」の推進 

町職員に対して育児休業※や年次有給休暇の取得を

呼びかけるとともに、仕事と生活の調和を可能にす

る職場環境の整備を行います。 

人事秘書課 
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７ 子育てしやすい生活環境の確保 

 

（１）子育て家庭が暮らしやすい環境の整備 

安心して子育てができるまちとなるために、公園や生活環境などハード面での整備

の充実を図っていくことが必要です。 

元気に子どもが遊べる場所の確保など、子育てしやすい安全・安心なまちづくりに取

り組みます。 

 

①安全な子どもの遊び場や公共施設の整備 

事業名 事業内容 担当課等 

公園の確保 

【再掲】 

子どもを始めとした地域住民の憩いの場やボール

遊びなどができる公園を提供します。 
都市計画課 

公園環境の維持保全

【再掲】 

公園利用者に気持ちの安らぎや快適さを感じても

らえるよう、安全で快適な利用環境を提供します。 
都市計画課 

子育て世帯にやさしい

公共施設の整備 

授乳室の設置や子育て世帯が安心して利用できる

トイレの整備など、子どもや子ども連れ、ベビーカ

ーなどにも配慮した公共施設の整備を行います。 

関係各課 

 

②安全な道路交通環境の整備 

事業名 事業内容 担当課等 

交通安全施設の整備 
一般道の安全点検をし、道路照明灯や道路標識など

関係機関（警察署）と協議し、整備を推進します。 

安全安心課 

建設課 

通学路の点検・整備 
通学路の安全点検を行い、安全・安心な歩行空間に

向けた必要な整備を行います。 

安全安心課 

建設課 

学校教育課 

キッズゾーン※の点検・

整備 新規 

保育所などが行う散歩等の園外活動の安全を確保

するため、必要な整備を行います。 

安全安心課 

建設課 

こども保育課 

安全で歩きやすい道路

の整備 

歩道のバリアフリー化、ガードレールや街路灯の整

備、安全点検等、子どもや子ども連れなど、誰もが

安全で安心して通行できる道路交通環境を整備し

ます。 

安全安心課 

建設課 
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（２）子どもの安全の確保 

子どもを犯罪や交通事故から守るための活動を推進することが必要です。 

関係機関と連携した防犯活動や交通安全活動に取り組みます。 

 

①子どもを犯罪などの被害から守るための活動の推進 

事業名 事業内容 担当課等 

防犯活動の推進 

地域と連携した防犯パトロールや防犯教室を開催

し、広報紙や広報車による広報活動などの防犯に関

する啓発活動を行います。 

安全安心課 

不審者情報の発信 

警察や学校からの不審者の情報を、地域や保護者の

方に提供し、地域の安全確保に努め、防犯対策の充

実に努めます。 

安全安心課 

こども保育課 

学校教育課 

インターネットの適正

利用の啓発 

スマートフォンなどの情報機器が普及する中、イン

ターネットの適切で安全・安心な利用に関する啓発

を行います。 

こども保育課

学校教育課 

社会を明るくする運動

の推進 

犯罪と非行のない明るい社会を築こうと活動して

いる運動を推進します。 
福祉課 

 

②子どもの交通安全を確保するための活動の推進 

事業名 事業内容 担当課等 

登下校時の安全の確保 
交通指導員を始め、関係機関と連携・協力し、児童

生徒の登下校時の安全を確保します。 
安全安心課 

交通安全教育の推進と

広報・啓発 

交通安全教室を開催するとともに、交通安全運動期

間において、広報・街頭監視活動を行います。 
安全安心課 
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第５章 教育・保育と子ども・子育て支援 
事業の量の見込みと確保方策 

 
この章では、子ども・子育て支援法※第 61条第１項第１号に規定する「教育・保育

提供区域ごとの教育・保育の量の見込みと確保方策」及び同項第２号に規定する「教

育・保育提供区域ごとの子ども・子育て支援事業の量の見込みと確保方策」について

記載しています。 

 

１ 教育・保育の提供区域設定 

 
子ども・子育て支援法では、子ども・子育て支援事業計画の策定に当たり、教育・

保育、子ども・子育て支援事業を提供する区域を定め、当該区域ごとに「量の見込み」

や「確保方策」を定めることとしています。 

本町においては、町域の広さや利用に当たっての需給調整を踏まえ、町全域を提供

区域に設定します。 

また、放課後児童健全育成事業については、小学校区単位での利用としていること

から、小学校区を提供区域とします。 

  

公立保育園

私立保育園

小規模保育所

認可外保育施設

幼稚園

一時預かり事業

子育て支援センター

小学校

中学校

役場
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２ 量の見込みの算出 

 

（１）量の見込みの算出 

国の方針では、子ども・子育て支援に係る現在の利用状況と潜在的な利用希望を把握

した上で、５年間の「教育・保育」と「子ども・子育て支援事業」の量の見込みを定め

るとともに、その提供体制の確保方策やその提供時期などを盛り込むこととされてい

ます。 

本町においても、平成 30年度に実施した「東郷町の子ども・子育てに関するアンケ

ート調査」をもとに、事業の利用実績や現在の供給体制、今後の動向などを踏まえ、量

の見込みを算出しています 

 

 

（２）認定区分 

子ども・子育て支援新制度のもとでは、保護者からの申請を受けた市町村が、国の策

定する客観的基準に基づき、保育の必要性に応じた「認定」を行う仕組みとなっていま

す。 

   

・教育事業
１号認定（幼稚園・認定こども園）
２号認定（幼稚園・認定こども園）
・保育事業
２号認定（保育園・認定こども園）
３号認定（保育園・認定こども園

・地域型保育事業）

※認定区分は、「⑵認定区分」を参照

・時間外保育事業
・放課後児童健全育成事業（放課後児童クラブ）
・子育て短期支援事業（ショートステイ）
・地域子育て支援拠点事業
・一時預かり事業
・病児・病後児保育事業
・ファミリー・サポート・センター事業
・利用者支援事業
・乳児家庭全戸訪問事業（赤ちゃん訪問）
・養育支援訪問事業
・妊婦健診事業
・実費徴収に係る補足給付を行う事業
・多様な事業者の参入を促進する事業

教育・保育の量の見込み 子ども子育て支援事業の量の見込み

１号認定 ３号認定
３歳以上 ３歳未満

保育の必要性なし
（幼児期の教育のみ）

保育の必
要性あり
（教育ニー
ズあり）

保育の必
要性あり
（教育ニー
ズなし）

保育の必要性あり

幼稚園

保育園

認定こども園

地域型保育事業

２号認定
３歳以上

利
用
可
能
施
設

対象となる子ども
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（３）子育てのための施設等利用給付 

令和元年 10 月から開始した教育・保育の無償化に伴い、子ども・子育て支援法※の

改正に合わせて「子育てのための施設等利用給付」が新設されています。 

なお、本計画で算定している量の見込みには、「子どものための教育・保育給付」、「子

育てのための施設等利用給付」を合わせたもので算定しています。 

「子ども・子育て支援給付」の関係性は、以下の図のようになります。 

 

 

  

■施設型給付 ■施設等利用費

○保育所 ○ 認定こども園
（国立・公立大学法人立）

○認定こども園
○幼稚園

○幼稚園 （子ども・子育て新制度未移行の園）

■地域型保育給付 ○特別支援学校

○小規模保育 ○預かり保育事業
（利用定員：６人以上・19人以下）

○認可外保育施設等
○家庭的保育 ・認可外保育施設
（利用定員：５人以下） ・一時預かり事業

・病児・病後児保育事業
○居宅訪問型保育 ・子育て援助活動支援事業

（ファミリー・サポート・センター事業）
○事業所内保育

■児童手当

現金給付

子ども・子育て支援給付

子育てのための施設等利用給付子どものための教育・保育給付
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◆施設等利用給付認定 

「子育てのための施設等利用給付」を受けるためには、認定を受ける必要があり、認定

区分ごとの支給要件、支給に係る施設・事業は次のとおりです。 

教育・保育の量の見込みのうち、確認を受けない幼稚園などの施設の利用者に給付され

ます。 

 

 
 

  

認定区分 支給要件

新１号認定
満３歳以上の小学校就学前子どもであって、
新２号認定子ども・新３号認定子ども以外のもの

新２号認定
満３歳に達する日以後最初の３月３１日を経過した小学校就学前子どもであって、
家庭において必要な保育を受けるこ とが困難であるもの

新３号認定
満３歳に達する日以後最初の３月３１日までの間にある小学校就学前子どもであって、
家庭において必要な保育を受け ることが困難であるもののうち、
保護者及び同一世帯員が市町村民税世帯非課税者であるもの

認定区分 支給に係る施設・事業

新１号認定 幼稚園、特別支援学校等

新２号認定

新３号認定

認定こども園、幼稚園、特別支援学校
（満３歳入園児は新３号、年少児からは新２号）
認可外保育施設、預かり保育事業、一時預かり事業、病児・病
後児保育事業、ファミリー・サポート・センター事業
（２歳児まで新３号、３歳児からは新２号）
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３ 教育・保育の量の見込みと確保方策 

 

（１）教育事業【１号認定・２号認定（教育）】 

  令和２年 令和３年 令和４年 令和５年 令和６年 

Ａ 量の見込み（人） 546 529 534 535 553 

  
１号認定 434 420 424 425 439 
２号認定 112 109 110 110 114 

Ｂ 他市町村の子ども（人） 10 10 10 10 10 
Ｃ 確保の内容（人） 620 620 620 620 620 

  

町
内 

特定教育・ 
保育施設 

0 0 0 0 0 

確認を受け 
ない幼稚園 

本町   300 
他市町村 10 

本町   300 
他市町村 10 

本町   300 
他市町村 10 

本町   300 
他市町村 10 

本町   300 
他市町村 10 

町
外 

特定教育・ 
保育施設 

0 0 0 0 0 

確認を受け 
ない幼稚園 

310 310 310 310 310 

Ｃ－（Ａ＋Ｂ）（人） 64 81 76 75 57 
※各年の入園に係る人数 

※近隣市との広域調整 

  町内利用（日進市（10））、町外利用（日進市（50）、豊明市（80）みよし市（180）） 

 

【確保の内容】       

幼稚園は、町内に１園あり、認定こども園※はありません。町内の施設では提供体制

が確保されない状況にあり、近隣市との広域調整によって確保します。 
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（２）保育事業【２号認定（３～５歳児）】 

  令和２年 令和３年 令和４年 令和５年 令和６年 
Ａ 量の見込み（人） 690 668 675 678 700 
Ｂ 確保の内容（人） 
  （保育園） 

877 877 877 877 877 

Ｂ－Ａ（人） 187 209 202 199 177 
※各年の入園に係る人数 

 

【確保の内容】 

保育園は町内に 11施設あり、３～５歳児の待機児童はなく、今後の量の見込みにつ

いても微増傾向で推移することから、現在の施設において必要な事業量は確保されま

す。 

現在、町内に認定こども園※はありませんが、今後のニーズの多様化や拡大があった

場合、必要に応じて認定こども園への移行を含めて検討していきます。 

 

（３）保育事業【３号認定（０～２歳児）】 

  令和２年 令和３年 令和４年 令和５年 令和６年 
Ａ 量の見込み（人） 380 394 380 380 380 
Ｂ 確保の内容（人） 405 405 405 405 405 

  
保育園 343 343 343 343 343 

地域型保育事業※ 62 62 62 62 62 

認可外保育施設 0 0 0 0 0 

Ｂ－Ａ（人） 25 11 25 25 25 
※各年の入園に係る人数 

 

【確保の内容】 

保育園は町内に 11施設あり、０～２歳児の待機児童はなく、今後の量の見込みにつ

いては微増傾向で推移することから、現在の施設において必要な事業量は確保されま

す。 

過去の３歳未満の子どもの数全体に対する保育の利用率から計画期間内の目標値に

ついて次のように設定し、確保の内容を定めています。 
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◆３歳未満の子どもの保育の利用率の目標値 

  令和２年 令和３年 令和４年 令和５年 令和６年 
Ａ ３歳未満の子どものうち保育
を利用する子どもの数（人） 

380 394 380 380 380 

Ｂ ３歳未満の子どもの数全体
（人） 

1,182 1,213 1,189 1,179 1,179 

Ａ/Ｂ（％） 32.1 32.5 32.0 32.2 32.2 
 

◆年齢区分別の内訳 

①保育事業【３号認定（０歳児）】 

  令和２年 令和３年 令和４年 令和５年 令和６年 
Ａ 量の見込み（人） 65 65 65 64 64 
Ｂ 確保の内容（人） 72 72 72 72 72 

  

保育園 51 51 51 51 51 

地域型保育事業※ 21 21 21 21 21 

認可外保育施設 0 0 0 0 0 

Ｂ－Ａ（人） 7 7 7 8 8 
  ※各年の入園に係る人数 

 

②保育事業【３号認定（１～２歳児）】 

  令和２年 令和３年 令和４年 令和５年 令和６年 
Ａ 量の見込み（人） 315 329 315 316 316 
Ｂ 確保の内容（人） 333 333 333 333 333 

  

保育園 292 292 292 292 292 

地域型保育事業 41 41 41 41 41 

認可外保育施設 0 0 0 0 0 

Ｂ－Ａ（人） 18 4 18 17 17 
  ※各年の入園に係る人数 
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４ 子ども子育て支援事業の量の見込みと確保方策 

 

（１）時間外保育事業 

保育認定を受けた子どもについて、通常の開設時間以外の時間（午後６時以降）に、

保育園などにおいて保育を実施する事業 

 

  令和２年 令和３年 令和４年 令和５年 令和６年 
A 量の見込（人） 138 138 137 137 139 

B 確保の内容（人） 242 240 235 234 232 

Ｂ－Ａ（人） 104 102 98 97 93 

※月平均利用人数 

 

【確保の内容】      

現状の運営で支障は無く、今後の量の見込みについても横ばい傾向で推移すること

から、延長保育を実施する保育園で必要な事業量は確保されています。 

 

（２）放課後児童健全育成事業（放課後児童クラブ） 

保育認定を受けた子どもについて、通常の開設時間以外の時間（午後６時以降）に、

保育園などにおいて保育を実施する事業 

 

  令和２年 令和３年 令和４年 令和５年 令和６年 
A 量の見込（人） 393 390 381 378 372 

  

１年生 125 125 121 123 121 

２年生 106 105 102 103 100 

３年生 83 82 80 79 78 

４年生 50 49 49 45 45 

５年生 20 20 20 19 19 

６年生 9 9 9 9 9 

B 確保の内容（人） 450 452 452 452 454 

Ｂ－Ａ（人） 57 62 71 74 82 

※各年の入所に係る人数 

 

【確保の内容】      

放課後児童クラブは、町内に６施設あり、全ての小学校区で実施しています。一部の

小学校区で利用定員に達する見込みがあり、定員を超える申し込みがあった場合には、

申請状況を考慮し、弾力的に受け入れを行うこととします。  
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①東郷小学校区（中部児童館） 

  令和２年 令和３年 令和４年 令和５年 令和６年 
A 量の見込（人） 61 62 61 59 53 

  

１年生 17 18 17 17 15 

２年生 20 20 20 19 16 

３年生 12 12 12 11 10 

４年生 5 5 5 5 5 

５年生 6 6 6 6 6 

６年生 1 1 1 1 1 

B 確保の内容（人） 70 70 70 70 70 

Ｂ－Ａ（人） 9 8 9 11 17 

 

②春木台小学校区（南部児童館） 

  令和２年 令和３年 令和４年 令和５年 令和６年 
A 量の見込（人） 63 64 59 57 52 

  

１年生 17 17 15 15 13 

２年生 18 18 16 16 14 

３年生 16 16 15 14 13 

４年生 10 11 11 10 10 

５年生 1 1 1 1 1 

６年生 1 1 1 1 1 

B 確保の内容（人） 70 70 70 70 70 

Ｂ－Ａ（人） 7 6 11 13 18 

 

③諸輪小学校区（東部児童館） 

  令和２年 令和３年 令和４年 令和５年 令和６年 
A 量の見込（人） 52 50 48 47 47 

  

１年生 10 10 9 9 9 

２年生 15 15 14 14 14 

３年生 17 16 15 15 15 

４年生 6 5 6 5 5 

５年生 2 2 2 2 2 

６年生 2 2 2 2 2 

B 確保の内容（人） 70 70 70 70 70 

Ｂ－Ａ（人） 18 20 22 23 23 
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④音貝小学校区（西部児童館） 

  令和２年 令和３年 令和４年 令和５年 令和６年 
A 量の見込（人） 51 51 48 49 49 

  

１年生 17 17 16 17 17 

２年生 14 14 13 14 14 

３年生 9 9 9 9 9 

４年生 9 9 8 7 7 

５年生 1 1 1 1 1 

６年生 1 1 1 1 1 

B 確保の内容（人） 70 70 70 70 70 

Ｂ－Ａ（人） 19 19 22 21 21 

 

⑤高嶺小学校区（北部児童館） 

  令和２年 令和３年 令和４年 令和５年 令和６年 
A 量の見込（人） 72 70 71 72 74 

  

１年生 24 24 24 25 26 

２年生 21 20 21 22 23 

３年生 12 12 12 13 13 

４年生 8 7 7 6 6 

５年生 6 6 6 5 5 

６年生 1 1 1 1 1 

B 確保の内容（人） 70 72 72 72 74 

Ｂ－Ａ（人） ▲2 2 1 0 0 

 

⑥兵庫小学校区（兵庫児童館） 

  令和２年 令和３年 令和４年 令和５年 令和６年 
A 量の見込（人） 94 93 94 94 97 

  

１年生 40 39 40 40 41 

２年生 18 18 18 18 19 

３年生 17 17 17 17 18 

４年生 12 12 12 12 12 

５年生 4 4 4 4 4 

６年生 3 3 3 3 3 

B 確保の内容（人） 100 100 100 100 100 

Ｂ－Ａ（人） 6 7 6 6 3 
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（３）子育て短期支援事業（ショートステイ） 

保護者の疾病などの理由により家庭において養育を受けることが一時的に困難とな

った児童について、児童養護施設※など宿泊を伴う預かりを行う事業 

 

  令和２年 令和３年 令和４年 令和５年 令和６年 
A 量の見込（人） 0 0 0 0 0 

B 確保の内容（人） 7 7 7 7 7 

Ｂ－Ａ（人） 7 7 7 7 7 
※年間利用人数 

 

【確保の内容】      

これまで利用実績が無く、量の見込みも０人としています。 

現在、乳児院１か所（名古屋市）、児童養護施設２か所（日進市、長久手市）と委託

契約をし、必要に応じて対応できる体制を確保しています。 

 

（４）地域子育て支援拠点事業※ 

乳幼児とその保護者が相互の交流を行う場所を開設し、子育てについての相談、情報

の提供、助言その他の援助を行う事業 

 

  令和２年 令和３年 令和４年 令和５年 令和６年 
A 量の見込（人） 1,058 1,086 1,058 1,056 1,056 

B 確保の内容 
（施設のか所数） 

3 3 3 3 3 

※月平均利用人数 

 

【確保の内容】      

現在、町内３か所の子育て支援センターで実施しており、今後の利用者も横ばい傾向

で推移することから、現状の体制で大きな支障が無く、十分な提供体制が確保されま

す。 
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（５）一時預かり事業 

家庭において保育を受けることが一時的に困難となった乳幼児について、主として

昼間に幼稚園、保育園その他の場所において、一時的に預かり、必要な保育を行う事業 

 

①幼稚園における一時預かり 

現行の幼稚園における預かり保育と同様、在籍園児を対象とした事業 

 

  令和２年 令和３年 令和４年 令和５年 令和６年 

A 量の見込（人） 254 246 248 249 257 

  
１号認定による利用 254 246 248 249 257 

２号認定による利用 0 0 0 0 0 

B 確保の内容（人） 254 246 248 249 257 

Ｂ－Ａ（人） 0 0 0 0 0 

※年間利用人数 

 

【確保の内容】      

現状の定員内での運営で大きな支障が無く、利用希望があれば、全て受け入れている

ことから、現状の施設で十分な提供体制が確保されています。 

 

②その他の一時預かり 

保育園などでの一時保育やファミリー・サポート事業などにおいて、乳幼児を一時的に

預かる事業 

 

  令和２年 令和３年 令和４年 令和５年 令和６年 
A 量の見込（人） 2,580 2,578 2,550 2,457 2,592 

B 確保の内容（人） 4,655 4,610 4,502 4,488 4,455 

Ｂ－Ａ（人） 2,075 2,032 1,952 2,031 1,863 
※年間利用人数 

 

【確保の内容】      

現状の定員内での運営で大きな支障が無く、利用希望があれば、全て受け入れている

ことから、現状の施設で十分な提供体制が確保されています。 
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（６）病児・病後児保育 

病気又は病気の回復期にある子どもについて、病院に付設された専用スペースにお

いて、看護師や保育士が一時的に保育する事業 

 

  令和２年 令和３年 令和４年 令和５年 令和６年 
A 量の見込（人） 173 172 170 170 173 

B 確保の内容（人） 200 200 200 200 200 

Ｂ－Ａ（人） 27 28 30 30 27 
※年間利用人数 

 

【確保の内容】      

日進市内の施設を利用しており、十分な提供体制が確保されています。 

 

（７）ファミリー・サポート・センター事業 

乳幼児や小学生などの子どもを有する子育て中の保護者などを会員として、児童の

預かりなど援助を受けることを希望する者と当該援助を行うことを希望する者との相

互援助活動に関する連絡調整を行う事業 

 

  令和２年 令和３年 令和４年 令和５年 令和６年 
A 量の見込（人） 651 640 639 630 621 

B 確保の内容（人） 1,000 1,000 1,000 1,000 1,000 

Ｂ－Ａ（人） 349 360 361 370 379 
※年間利用人数（就学児のみ） 

 

【確保の内容】      

提供体制は確保されていますが、援助会員数の不足が生じないよう、援助会員を確保

し、提供体制を充実します。 
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（８）利用者支援事業 

子ども又はその保護者の身近な場所で、教育・保育施設※や子育て支援事業などの情

報提供や相談・助言を行うとともに、関係機関との連絡調整などを実施する事業 

 

  令和２年 令和３年 令和４年 令和５年 令和６年 
A 量の見込（か所） 2 2 2 2 2 

B 確保の内容（か所） 2 2 2 2 2 

Ｂ－Ａ（か所） 0 0 0 0 0 

 

【確保の内容】      

健康推進課、子育て応援課を相談の窓口として、各種情報提供や相談・助言などを行

っていることから、十分な提供体制が確保されています。 

 

（９）乳児家庭全戸訪問事業（赤ちゃん訪問） 

子ども又はその保護者の身近な場所で、教育・保育施設や子育て支援事業などの情報

提供や相談・助言を行うとともに、関係機関との連絡調整などを実施する事業 

 

  令和２年 令和３年 令和４年 令和５年 令和６年 
量の見込（人） 373 370 371 368 368 

確保の内容 
実施体制 助産師 2 人 

保健師 7 人 
助産師 2 人 
保健師 7 人 

助産師 2 人 
保健師 7 人 

助産師 2 人 
保健師 7 人 

助産師 2 人 
保健師 7 人 

実施機関 直営 直営 直営 直営 直営 

※年間訪問人数 

 

【確保の内容】      

全戸訪問を基本とするため、現在の提供体制を維持し実施します。 
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（10）養育支援訪問事業 

養育支援が特に必要な家庭に対して、その居宅を訪問し、養育に関する指導・助言な

どを行うことにより、当該家庭の適切な養育の実施を確保する事業 

 

  令和２年 令和３年 令和４年 令和５年 令和６年 

量の見込（人） 30 30 30 30 30 

確保 
の内容 

専門的 
相談支援 

実施体制 保健師 7 人 保健師 7 人 保健師 7 人 保健師 7 人 保健師 7 人 

実施機関 直営 直営 直営 直営 直営 

育児家事
援助 

実施体制 - - - - - 

実施機関 委託 委託 委託 委託 委託 

※年間訪問人数 

 

【確保の内容】      

養育支援が必要な全ての家庭への訪問を基本とするため、現在の提供体制を維持し

実施します。 

 

（11）妊婦健診事業 

妊婦の健康の保持及び増進を図るため、妊婦に対する健康診査として、①健康状態の

把握、②検査計測、③保健指導を実施するとともに、妊娠期間中の適時に必要に応じた

医学的検査を実施する事業 

 

  令和２年 令和３年 令和４年 令和５年 令和６年 
量の見込（人） 373 370 371 368 368 

  健診回数 4,799 4,761 4,774 4,735 4,735 

確保の内容 

実施場所 医療機関 医療機関 医療機関 医療機関 医療機関 
実施機関 委託 委託 委託 委託 委託 
検査項目 県内統一 県内統一 県内統一 県内統一 県内統一 
実施時期 随時 随時 随時 随時 随時 

※年間受診人数 

※健診回数は、年間延べ回数 

 

【確保の内容】      

全員受診を基本とするため、県医師会と協力しながら、現在の提供体制を維持し実施

します。 
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（12）実費徴収に係る補足給付を行う事業 

保護者の世帯所得の状況等を勘案して、町が定める基準に基づき、特定教育・保育施

設等に対して保護者が支払うべき副食材料費に要する費用の全部又は一部を助成する

事業 

 

  令和２年 令和３年 令和４年 令和５年 令和６年 
A 量の見込（人） 50 50 50 50 50 

B 確保の内容（人） 50 50 50 50 50 

Ｂ－Ａ（人） 0 0 0 0 0 

※年間給付人数 

 

【確保の内容】      

低所得者世帯や第３子以降の子どものいる世帯の負担軽減を図るため、事業を実施

します。 

 

（13）多様な事業者の参入を促進する事業 

特定教育・保育施設等への民間事業者の参入の促進の調査研究、多様な事業者の能力

を活用した特定教育・保育施設等への設置、運営を促進する事業 

 

【確保方策】      

今後待機児童が発生する可能性があることから、教育・保育施設※の提供体制の更な

る充実を図るため、事業の実施について検討します。 
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５ 子育てのための施設等利用給付の円滑な実施の確保 

 

令和元年 10月からの幼児教育・保育の無償化に伴い、子ども・子育て新制度に移行

していない幼稚園の授業料、幼稚園や認定子ども園の預かり保育利用料、認可外保育

施設等の利用料を対象とした「子育てのための施設等利用給付」に当たっては、保護

者の経済的負担の軽減や利便性等を勘案しつつ、年４回の支給を目安とし、公正かつ

適正な給付方法について適宜検討します。 

子育てのための施設等利用給付の対象施設である「特定子ども・子育て支援施設等」

の確認や公示、指導監督等については、認可権限や指導監督権限を持つ県に対し運営

状況等の情報提供を求める等により、連携しながら保育の質の向上を図るよう努めま

す。 
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第６章 計画の推進体制 
 

１ 計画の推進に向けて 

 
本計画は、子ども・子育て支援法※に基づく市町村子ども・子育て支援事業計画と次

世代育成支援対策推進法※に基づく市町村行動計画を兼ねており、全ての子どもと子育

て家庭を対象とした子育て支援を総合的に推進する計画です。そのため、全庁的に広く

連携するとともに、東郷町全体として、子ども・子育て支援に取り組むことが必要不可

欠であり、町内の子育て支援に関わる家庭を始めとした、教育・保育施設※、学校、地

域、事業者、その他関係機関・団体などとの連携の強化を図ります。 

また、本計画を町民との協働で進めていくためには、本計画で示した基本理念や基本

的な視点、各種施策などを広く周知していくことが重要です。そのため、広報紙やホー

ムページ、窓口などにおいて情報提供を行うとともに、計画の進捗状況や町内の多様な

施設・サービスなどの子ども・子育てに関する情報についても周知・啓発を図ります。 

 

２ 計画の点検・評価 

 
本計画で定める各種施策の推進については、実効性を高めるため、東郷町子ども・子

育て会議において計画の進捗について確認する機会を毎年度設けるなど、総合的かつ

計画的に取り組みます。 

こうした推進の仕組みとして、計画・実行・点検（評価）・見直しのＰＤＣＡサイク

ルを活用し、実効性のある取組の推進を図ります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

• Check
③実施状況等の

点検・評価

• Action
④事業の継続・拡
充、計画の見直し

• Do
②計画の実施

• Plan
①計画の策定

Ｐ D
CA
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－ 99 － 

資 料 
 

１ 計画の策定経過 

 

年月日 内容 

平成 30 年 10 月 9 日 

平成 30 年度第１回東郷町子ども・子育て会議 

 ・東郷町子ども・子育て支援事業計画について 

 ・次期子ども・子育て支援事業計画策定スケジュールにつ

いて 

 ・ニーズ調査の実施について 

平成 30 年 11 月 9 日 

～11 月 30 日 
アンケート調査の実施 

平成 31 年 3 月 14 日 

平成 30 年度第２回東郷町子ども・子育て会議 

 ・確保の内容及び量の見込みの変更について 

 ・量の見込みの実績について 

 ・アンケート調査の結果について 

令和元年 8 月 6 日 

令和元年度第１回東郷町子ども・子育て会議 

 ・東郷町子ども・子育て支援事業計画の評価について 

 ・次期子ども・子育て支援事業計画の事業量見込みについ

て 

 ・次期子ども・子育て支援事業計画の概要と現状について 

令和元年 10 月 29 日 

令和元年度第２回東郷町子ども・子育て会議 

 ・第二期子ども・子育て支援事業計画の基本理念と施策の

方向（案）について 

 ・第二期子ども・子育て支援事業計画の施策の展開（案）

について 

令和元年 12 月 12 日 

令和元年度第３回東郷町子ども・子育て会議 

 ・第２期東郷町子ども・子育て支援事業計画 教育・保育

の量の見込みと確保方策（案）について 

 ・第２期東郷町子ども・子育て支援事業計画（案）につい

て 

 ・第２期東郷町子ども・子育て支援事業計画基本理念（ス

ローガン）について 

令和２年１月 31 日 

～２月 21 日 
パブリックコメントの実施 
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２ 東郷町子ども・子育て会議条例 

 
 （趣旨） 
第１条 この条例は、子ども・子育て支援法（平成２４年法律第６５号。以下「法」とい

う。）第７７条第１項及び第３項の規定に基づき、東郷町子ども・子育て会議の設置、組

織及び運営に関し必要な事項を定めるものとする。 
 （設置） 
第２条 法第７７条第１項に掲げる事務を処理するため、東郷町子ども・子育て会議（以

下「子ども・子育て会議」という。）を置く。 
 （組織） 
第３条 子ども・子育て会議は、委員１０人以内で組織する。 
２ 委員は、次に掲げる者のうちから町長が任命する。 
 ⑴ 子どもの保護者（法第６条第１項に規定する子どもの保護者（同条第２項に規定す

る保護者をいう。）をいう。） 
 ⑵ 子ども・子育て支援（法第７条第１項に規定する子ども・子育て支援をいう。以下

同じ。）に関する事業に従事する者 
 ⑶ 子ども・子育て支援に関し学識経験のある者 
 ⑷ その他町長が必要と認める者 
 （会長） 
第４条 子ども・子育て会議に会長を置き、委員の互選によりこれを定める。 
２ 会長は、子ども・子育て会議を代表し、会務を総理する。 
３ 会長に事故があるとき又は会長が欠けたときは、あらかじめその指名する委員がその

職務を代理する。 
 （任期等） 
第５条 委員の任期は、２年とする。ただし、補欠の委員の任期は、前任者の残任期間と

する。 
２ 委員は、職務上知り得た秘密を漏らしてはならない。その職を退いた後も、同様とす

る。 
 （会議） 
第６条 子ども・子育て会議の会議は、会長が招集する。ただし、委員の任命後最初の子

ども・子育て会議は、町長が招集する。 
２ 子ども・子育て会議の議長は、会長をもって充てる。 
３ 子ども・子育て会議は、委員の過半数の出席がなければ会議を開くことができない。 
４ 子ども・子育て会議の議事は、出席した委員の過半数をもって決し、可否同数のとき

は、議長の決するところによる。 
 （委任） 
第７条 この条例に定めるもののほか、子ども・子育て会議に関し必要な事項は、会長が

子ども・子育て会議に諮って定める。  
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   附 則 
 （施行期日） 
１ この条例は、公布の日から施行する。 
 （最初に任命される委員の任期） 
２ この条例の施行後最初に任命される子ども・子育て会議の委員の任期は、第５条第１

項本文の規定にかかわらず、平成２７年３月３１日までとする。 
 （東郷町特別職の職員で非常勤の者の報酬及び費用弁償に関する条例の一部改正）  
３ 東郷町特別職の職員で非常勤の者の報酬及び費用弁償に関する条例（昭和４６年東郷

町条例第１８号）の一部を次のように改正する。 
 （次のよう略） 
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３ 東郷町子ども・子育て会議委員名簿 

 

氏 名 所属団体等 

天野 恵利子 東郷町民生委員・児童委員協議会 

井口 真治 東郷町子ども会育成会連絡協議会 

蛯谷 淳二郎 東郷町小中学校ＰＴＡ連絡協議会 ※～R1.5.6 

菊地 真理 保育園入所児童の父母 

近藤 小夜子 学識経験者（会長） 

酒井 保幸 東郷町小中学校長会 ※H31.4.1～ 

杉原 辰幸 東郷町社会福祉協議会（会長職務代理） ※R1.6.13～ 

鈴木 真紀 東郷町小中学校ＰＴＡ連絡協議会 ※R1.5.7～ 

土屋 桂子 とうごうファミリー・サポート援助会員 

新名 伊津子 放課後児童クラブ入所児童の父母 ※～H31.3.31 

深谷 正勝 東郷町小中学校長会 ※～H31.3.31 

福井 美奈子 放課後児童クラブ入所児童の父母 ※H31.4.1～ 

水野 逸馬 東郷町社会福祉協議会（会長職務代理） ※～R1.6.12 

森川 起三子 学校法人森川学園東郷旭丘幼稚園 

五十音順・敬称略 
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４ 用語説明 

 

－ あ行 － 
 

育児休業【P25、26、43、51、53、76】 

労働者は、対象となる子どもが１歳（一定の条件を満たす場合は、１歳６か月）に達す

るまでの間で、申出により子どもを養育するための休業を取得することができ、事業主

は、このことを理由に解雇その他不利益な取扱いをすることを禁止されている。また、

育児休業の他に、一定の要件を満たした中で、働きながら子どもの養育ができる制度と

して、時間外労働や深夜業の制限（小学校就学前の子どもの養育を行う場合）の制度、勤

務時間の短縮など（３歳未満の子どもの養育を行う場合）の措置がある。 

 

医療的ケア児【P48、71、72】 

医学の進歩を背景として、ＮＩＣＵ等に長期入院した後、引き続き人工呼吸器や胃ろ

う等を使用し、たんの吸引等の医療的ケアが日常的に必要な子ども。 

 

ＳＮＳ【P59】 

Social Networking Service（ソーシャル・ネットワーキング・サービス）の略。友人・

知人等の社会的ネットワークをインターネット上で提供することを目的とするコミュニ

ティ型のサービス。 

 
 

－ か行 － 
 

家庭的保育【P52】 

主に満３歳未満の乳幼児を対象とし、利用定員が５人以下で、家庭的保育者の居宅そ

の他の場所において、家庭的保育者による保育を行う事業。 

 

キッズゾーン【P77】 

保育所等が行う散歩等の園外活動の安全を確保するために、主に保育所などの周囲に

設定される地帯。周辺道路における自動車の運転手等に対し、園児等への注意を喚起す

る等交通安全対策を関係機関で協力して実施する。 
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教育・保育施設【P47、51、52、54、92、94、97】 

認定こども園法に規定する認定こども園、学校教育法に規定する幼稚園及び児童福祉

法に規定する保育所をいう。 

 
居宅訪問型保育【P23】 

主に満３歳未満の乳幼児を対象とし、その乳幼児の居宅において、家庭的保育者によ

る保育を行う事業。 

 

合計特殊出生率【P1、10】 

15 歳から 49 歳までの女性の年齢別出生率の合計で、１人の女性が一生の間に産む平

均子ども数を表す。 

 
心の教室相談員【P70】 

生徒の悩み・不安・ストレス等の解消を図りつつ、生徒の心の健康を維持するため、教

育委員会が各中学校に配置する職員。 

 
子育てサロン【P55、67】 

子育て中の親が、身近な場所で「気軽に・楽しく」仲間づくりをするための活動の場。 

 
子ども・子育て支援法【P1、2、3、51、69、75、79、81、97】 

認定こども園、幼稚園、保育所を通じた共通の給付や小規模保育等への給付を創設す

るとともに、地域の子ども・子育て支援の充実を図ることを目的として、平成 24年８月

に成立し、平成 27年４月に施行された法律。 

 

子ども食堂【P74】 

地域のボランティア等が困難を抱える子どもを含めた様々な子どもに対し、無料また

は安価で食事や団らん、地域における居場所確保の機会を提供する取組。子どもに限ら

ず、その他の地域住民を含めて対象とするものも多く、地域交流拠点としての役割も期

待されている。 

 
 

－ さ行 － 
 

事業所内保育【P52】 

主に満３歳未満の乳幼児を対象とし、事業所内の施設において、事業所の従業員の子

どものほか、地域の保育を必要とする子どもの保育を行う事業。 
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次世代育成支援対策推進法【P1、2、57、97】 

次代の社会を担う子どもが健やかに生まれ、育成される環境の整備を行う次世代育成

支援対策を進めるため、国・地方公共団体・企業・国民が担う責務を明らかにし、平成 26

年度までの 10 年間に集中的かつ計画的に取り組んでいくことを目的に、平成 17 年４月

１日から施行されている法律。法改正により、法律の有効期限が令和７年３月末まで延

長された。 

 

児童館【P24、52、55、56、57、59、65、66、68、76】 

児童福祉法に基づく児童福祉施設である児童厚生施設の一種で、児童に健全な遊びを

与えて、その健康を増進し、情操を豊かにすることを目的としている。児童の遊びを指

導する者（児童厚生員）が配置されている。 

 

児童虐待【P１、48、69】 

身体的虐待、心理的虐待（言葉でのおどしや無視）、ネグレクト（養育・保護の怠慢、

拒否）、性的虐待など、子どもの健全な育成を妨げること。虐待を疑ったり発見した場合

の通告は、法律で義務付けられている。 

 

児童発達支援事業所【P71】 

児童福祉法に基づく施設で、障がい児が日常生活における基本的動作や知識技能を習

得することに加え、集団生活に適応できるよう、障がい児支援を専門に行う事業所。 

 

児童養護施設【P56、89】 

児童福祉法に定められた児童福祉施設の一つ。保護者のない子ども、または保護者の

病気や経済的理由、虐待などさまざまな理由で家庭生活を続けることが困難な子どもが

入所する施設。 

 

ジュニアリーダー【P66】 

子ども会などの地域活動をリーダーとして中心になって行う青少年のこと。 

 

小規模保育【P52】 

主に満３歳未満の乳幼児を対象とし、利用定員が６人以上 19 人以下で保育を行う事

業。保育園分園に近い類型（Ａ型）、家庭的保育に近い類型（Ｃ型）、Ａ型とＣ型の中間的

な類型（Ｂ型）の３つの事業類型がある。 

 
スクールカウンセラー【P70】 

学校に配置され、児童・生徒の生活上の問題や悩みの相談に応じるとともに、教師や保

護者に対して指導・助言を行う専門家。 
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スクールソーシャルワーカー【P70】 

社会福祉士等の福祉の専門的知識や経験を活かし、子どもたちが置かれた環境への働

きかけや関係機関との連携を図る人。 

 
 

－ た行 － 
 

地域型保育事業【P52、84、85】 

小規模保育、家庭的保育、居宅訪問型保育及び事業所内保育を行う事業。 

 
地域子育て支援拠点事業（子育て支援センター・つどいの広場）【P55、56、89】 

①子育て親子の交流の場の提供と交流の促進、②子育て等に関する相談・援助の実施、

③地域の子育て関連情報の提供、④子育て及び子育て支援に関する講習等の実施を子育

て親子が集い、うち解けた雰囲気の中で語り合い、相互に交流を図る常設の場を設けて

実施する事業。 

 
町民活動センター【P59】 

町民の自主的で公益的な活動（ボランティア活動やＮＰＯ活動など）を支援するため

に東郷町町民交流拠点施設「イーストプラザ いこまい館」内に設置されている施設。 

 
東郷音頭【P65】 

昭和 50年９月に町民から歌詞を募集して作られた。東郷の四季と町の特徴をうまく折

り込んだ歌詞になっている。 
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－ な行 － 
 

認定こども園【P19、22、23、52、83、84】 

小学校就学前の子どもに幼児教育と保育を提供し、また、地域における子育て支援を

行う施設で、幼稚園と保育園の特長を併せ持った施設。都道府県知事が条例に基づき認

定する。 

 
 

－ は行 － 
 

はぐみんカード【P55】 

愛知県が実施している子育て優待事業。子育て家庭（18 才未満及びその保護者、妊娠

中の人）に配布される「はぐみんカード」を県内の協賛店舗・施設「はぐみん優待ショッ

プ」で提示すると、お店が独自に設定する商品の割引やサービスなど様々な特典が受け

られる。 

 

 

 

母性健康管理指導事項連絡カード【P61、75】 

就業中の女性で、妊娠中及び出産後の健康診査等の結果、通勤緩和や休憩に関する措

置などが必要であると主治医等に指導を受けたとき、カードに必要な事項を記入して発

行してもらい、事業主に提出して措置を申し出る書類。事業主はカードの記入事項にし

たがって、時差通勤や休憩時間の延長等の措置を講じる必要がある。 
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